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インドネシア共和国 ジャカルタ首都特別州 

出典：世界地図・SekaiChizuhttp://www.sekaichizu.jp/ 

 

 

ＡＣＦ大気浄化ユニット設置場所 ジャカルタ ファットマワティ総合病院前 JL.Simatupang   

出典：Pemkot DKI Jakarta,2013 
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第1章 要約 

1.1. 要約 

- 本事業の背景 

本ビジネスの対象国であるインドネシア、ジャカルタ首都特別州は、深刻な交通渋滞による大気汚染

が問題となっている。2013年の車両登録数はバイク 1200万台、乗用車 300万台、トラック 62万台、バ

ス 36万台と、東京の 2倍以上あり、道路整備の遅れもあり、大気汚染が深刻化している。そのため、

ジャカルタでは肺がん・ぜんそく等の呼吸器疾患の原因となる窒素酸化物（ＮＯｘ）の濃度は、2013年

度には 2008年度の 3倍の 74μg/m3という危険なレベルに達し（Jakarta Polices Traffic 

Directorate, BPLHD Jakarta, 2014）、13～14歳の児童のぜんそく患者率は 12.6％と日本国内平均の

4.5倍に達する（International Study Asthma and Allergies in Childhood 2012）。 

このため、2014年に就任したジョコ・ウィドド大統領の中期開発計画では、2014－2019年に大気汚染

排出量を 15％削減し、全国 45市において大気モニタリング体制を強化し、大気環境基準の適合を目指

すとしていた。しかし、交通渋滞による大気汚染の進行はより急激に進行し、対策は追いついていない

ばかりか、さらに悪化し世界最悪レベルとなった。（環境省ホームページ：インドネシアにおける環境

汚染の現状と対策、じゃかるた新聞 2019/08/02他） 

- 本事業の普及対象技術 

弊社の保有する炭素材料技術により、大気中の窒素酸化物（ＮＯｘ）を吸着し、高い効率で除去する

高活性炭素繊維（ＡＣＦ）を開発した。ＡＣＦを成型加工によりスリット構造とし、通風性を有するＡ

ＣＦユニットとして、道路沿道などにおける大気浄化製品とした。ＡＣＦユニットは、電気動力を一切

用いないエネルギー不要の製品で、通過する空気中のＮＯ２を８０％以上浄化できる。また、ＡＣＦに、

吸着したＮＯｘをＮＯ３
－イオンへ酸化する触媒機能を付与しており、簡易な水洗いによりＮＯｘ浄化性

能を再生することができる。 

- 本事業の目的／目標 

本事業では、ＡＣＦユニットを、交通渋滞の激しいジャカルタ幹線道路沿いの病院前に設置し、局所

的な大気中のＮＯｘ濃度の低減効果を実証する。それらのデータを基に、日本や中国でこれまで実施し

たデータ等と比較分析することで、最適な設置により何%程度のＮＯｘの低減効果が見込める、といっ

た見通しを示すなどすることで、インドネシア政府が大気汚染対策の検討を行う材料を提供することを

目標とする。ビジネス面では、本事業の成果を元に、インドネシア公共事業・国民住宅省（ＰＵ）、ジ

ャカルタ州政府（ＤＫＩ）等地方自治体へのＰＲを進め、道路管理者の需要を掘り起こす。現地の道路

工事関係者、コンサルタント企業へも調査を行い、これらにより、ＡＣＦの具体的市場規模を把握する。

また、技術セミナー、現場見学会等で関係者のＡＣＦに関する理解を醸成し、公共調達による ACF の

導入が検討されることを目標とする。 

- 本事業の実施内容 

本ジャカルタ市南部のファットマワティ総合病院前の国道は、渋滞による排ガス汚染が激しく、上部に

高速道路の高架もあり、ＮＯｘが高濃度に滞留し、健康被害に敏感な通院患者らの保護のため、ＡＣＦユ

ニットの設置が急務であることが判った。本事業の現地活動では、この病院前の道路端に、ＡＣＦユニッ

トを 50ｍ区間設置し、周辺大気の浄化効果を測定する。 
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また、本邦受入活動においては、カウンターパートであるインドネシア公共事業省の実務者を招へいし、

日本国内のＡＣＦ大気浄化施設の設置箇所や他の大気汚染対策施設の見学、弊社において技術セミナーの

開催等を行う。これらの活動を通じて、日本の優れた大気汚染対策技術の理解を深め、インドネシアにお

ける大気環境政策立案を可能なレベルとし、また、人的ネットワークの構築につなげる。 

- 本事業の結果／成果 

現地活動では、2018 年９月にジャカルタ市のファットマワティ総合病院前の国道 JL Simatupang において、

ＡＣＦユニットを 50ｍ区間安全に設置した。ＡＣＦ周辺の大気環境測定を、設置前 1回、設置後 1年間で

計 4 回実施し、ＡＣＦ前（車道側）/後（歩道側）の比較で平均約 60％のＮＯ２除去率を確認できた。また、

設置前の周辺大気はインドネシアのＮＯ２環境基準を大きく超過していたが、設置後１年間に渡り、周辺の

環境基準を達成できた。日本と異なり、インドネシアでは乾季には数か月に渡り殆ど雨が降らないため、洗

浄による性能回復が乏しく、乾季に若干性能が低下したが、人による簡易な水洗で回復できることを確認し

た。また、当初計画には無かったが、ＰＵからの要請を受け、最近ジャカルタで特に問題視されているＰＭ

２．５の測定を実施し、平均約 40％の除去率を確認し、周辺の環境基準も達成できた。これらの結果を基

に、2019年 11月 22日に、ＰＵ道路総局でＡＣＦ技術セミナーを開催し、カウンターパートである道路総

局各部署を始め、ＰＵ以外の機関である環境林業省（ＫＬＨＫ）、ＤＫＩ、バス運行会社であるトランス・

ジャカルタなどから、約 50名の多数に参加頂き、本事業の成果をＰＲした。 

  本邦受入れ活動では、2019年７月に本事業のカウンターパートである公共事業省道路総局職員２名を

受入れた。滞在期間は 7月 21日～7月 28日であり、受入者は当初計画より 3度の変更を経て、公共事業省

環境・道路安全課より 1名、第 5国道事務所（パレンバン）より 1名の 2名となった。8日間の滞在中、

ＡＣＦ設置場所の見学、ＡＣＦ研究開発の現場見学と実習、関連機関との打合せ等を経て、ＡＣＦ技

術の信頼性を高め、また日本の環境技術と政策への理解を深め、人的ネットワークも構築できた。 

- 現段階におけるビジネス展開見込み 

本事業の成果を受け、弊社グループでは、現段階でのＡＣＦ大気浄化ユニットのビジネス展開を決定し

ている。 

- ビジネス展開見込みの判断根拠 

ビジネス展開を行えると判断した根拠としては、下記の事項に基づく。 

（１） ＡＣＦ大気浄化ユニットがインドネシア・ジャカルタの気候・気象・環境下でも効果的にＮＯ２

を除去できたこと。 

（２） インドネシアにおける大気汚染は増々深刻化しており、住民が行政機関に対し訴訟を起こすな

ど、大気環境への関心と対策へのニーズが高まっていること。 

（３） ＰＵ道路総局の担当者レベルではあるが、日本の援助を受けてＡＣＦ設置を進めていきたいと

の意見を得られたこと。 

- ビジネス展開に向けた残課題と対応策・方針 

 ビジネス展開へ向けた残課題として、いくつか挙げられるが、端的には道路沿道にＡＣＦを設置する

ための予算である。現在、インドネシアの国家中期開発計画で道路整備に必要とされる１３４０億ＵＳ

ドルに対し、政府予算でカバーできる割合は 3割程度しかない。そのため、ＰＰＰや政府援助などで予

算を確保しなければならない（第３１回日本道路会議講演会資料）。この様な状況の中、環境対策とし



3 

 

て予算を優先的に執行するための仕組み、戦略立案が重要であるが、大気環境の目標を作成するのは前

述のＫＬＨＫであり、道路整備の予算はＰＵが策定するため、両者の連携と目標共有化が必要となって

くる。一方、インドネシアの主要都市では道路の国から地方自治体への移管が進んでおり、ジャカルタ

州を始めとする自治体での独自策の重要性も高い。ＫＬＨＫとの打ち合わせにおいても、その点が強調

されており、ジャカルタ州では大気汚染対策のグランドデザインを作ることになっており、ＫＬＨＫが

サポートをしているとのことであった。 

以上のような状況から、今後はＰＵとの連携、ＡＣＦ設置提案は引き続き行うこととし、本事業に直

接関与しなかったジャカルタ州を始めとする地方主要都市（例：バンドン、パレンバン、スラバヤ、ス

マラン等）への働きかけも必要である。地方都市への提案に関しては、地方都市協議会（ＡＰＥＫＳＩ）

や、国家開発企画庁（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）とも連携する必要がある。 

- 今後のビジネス展開に向けた計画 

本事業成果に基づき、ＰＵとＫＬＨＫへの政府援助を活用した計画立案への働きかけを行う。直近で

は、本事業の当初企画で提案した、ＤＫＩ傘下のトランス・ジャカルタのバス停への設置を協議してい

る。詳細は現在も協議中であるが、バス停１か所に試験的にＡＣＦユニットを設置し、その効果をモニ

ターし乗客市民に公開しＰＲする計画である。また、そこで用いるＡＣＦユニットは、本事業で用いた

タイプよりも、現地で関心の高いＰＭ２．５の除去能力を高めたものにする予定である。これらビジネ

ス展開のため、２０１９年に設立した弊社グループのＰＴ ＯＧインドネシアを営業支援拠点として進

める計画である。 

- ODA 事業との連携可能性について 

前述の通り、インドネシアでの道路整備の実施にはＰＰＰや政府援助などが必須の状態であり、ＰＵ

担当者からも日本の援助を期待する意見が多くある。但し、ＡＣＦ大気浄化ユニットの実際の設計、Ｆ/

Ｓ、建設等の経験はＰＵにはないため、日本からの指導を受けて進める必要があり、技術協力などのス

キームが適していると考えられるが、詳細はＪＩＣＡ殿、現地の関係者と協議して決めていく。 
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1.2. 事業概要図 

 

  

1

日本企業側に期待される成果

 日本国内ではACF大気浄化ユニット

は高い効果が実証されているが、道
路環境整備の進展や低公害車の普
及により市場は縮小傾向であった。

 経済成長に環境整備が追いついて
いないインドネシアを始めとする

ASEAN、南アジアにおける大気環境
の改善をはかると共にビジネス機会
を創出する。

 日本で開発したACF大気浄化ユニット

の普及を促進することで、自動車排
気ガスに由来する大気汚染を低減し、
健康被害の軽減が期待される。

 道路沿道における大気汚染対策の
正しい知識を醸成し、環境整備政策
の専門家を育成する。

 ジャカルタ都市部では深刻な交
通渋滞により、大気汚染物質で
ある窒素酸化物（NOx）の濃度
が74μｇ/m3と非常に高いレベル。

 13～14歳の生徒のぜんそく患
者率は12.6%と日本の4.5倍に
達する。

インドネシア国の開発ニーズ

インドネシア共和国 ＡＣＦ大気浄化ユニット普及促進事業
大阪ガスエンジニアリング株式会社

インドネシア国側に期待される成果

普及促進事業の内容

 ACF大気浄化ユニットを交通渋

滞の激しいジャカルタ幹線道路
沿いの病院前に設置し、局所
的な大気中NOx濃度の低減効
果を実証する。

 実証データを基に、インドネシ
アにおけるNOｘの低減効果に

ついて見通しを示し、インドネシ
ア公共事業省、ジャカルタ州政
府等への理解を促進し、大気
汚染対策の検討を行う材料を
提供する。

提案企業の技術・製品

ACF大気浄化ユニット
動力を用いず、自然の風を
利用し、道路等に設置する
だけで、NOxを80％以上除
去する。

現状

今後

事業のポイント
・インドネシアの環境下に
おけるACFの効果実証と
維持管理手法の確立
・これまで遅れていたイン
ドネシアでの環境ビジネ
スモデルの検証
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第2章 本事業の背景 

2.1. 本事業の背景 

- 対象国・地域・都市の政治・経済の概況 

インドネシアは国土面積約 189万平方キロメートル（日本の約 5倍）であり、約 13,500の島々からな

る世界最大の島嶼国家である。人口は約 2.55億人（2015年）であり、中国、インド、米国に次いで世界

第 4位の人口を有す。総人口の約 6割が、全国土面積の約 7％に過ぎないジャワ島に集中している。宗教

はイスラム教約 87％、キリスト教約 9.8％であり、世界最大のイスラム人口を有する。 

政治は、共和制の下、34州から構成される。国家元首は大統領（大統領は、国家元首であると共に行

政府の長でもある）であり、現大統領は、ジョコ・ウィドド大統領（2014 年～、2019 年に再選）である。

議会は、国会（DPR）（立法機能、国家予算作成機能、政府に対する監視機能）、及び地方代表議会

（DPD）（地方自治等に関する法案の提言、審議への参加）がある。また、国会議員（560人）と地方代

表議会議員（132人）で構成される国民協議会（MPR、憲法の制定及び改正、大統領・副大統領の任期中

の解任）がある。 

インドネシア経済は、世界金融・経済危機の影響を受けた 2009年も比較的高い 4.6％の伸び率を達成

し、その後も一貫して 5～6％の堅調な経済成長を維持している。世界経済の成長鈍化や米国の金融緩和

縮小等の影響を受け、2015 年の成長率は 4.8％と減速したものの、2016 年は 5.02％と 5％台を回復した。

失業率は、2006 年には 10％を超えていたが、2016 年 2 月には、5.5％まで低下した（中央統計局統計）。

ただし、毎年 250万人が新規に労働市場に参入すると試算されており、それを吸収する雇用を創出する

ためには年率 6％以上の経済成長が必要との指摘もある（以上外務省ホームページ 最近のインドネシア

情勢）。 

本事業の対象都市であるジャカルタ首都特別州は、ジャワ島北西部に位置し、ジャワ海に面している

（地図）。面積では国土の0.04％の広さしかないが、人口約1,000 万人で、総人口の4％を占め、人口密

度は東京の2.4倍になる。ジャカルタ（Jakarta）と周辺のボゴール（Bogor）、デポック（Depok）、タン

ゲラン（Tangerang）、ブカシ（Bekasi）を含めた地域、いわゆるジャボデタベック（Jabodetabek）首都

圏には約3200万人が居住しており、地域経済規模はＧＤＰの約3割に達し、一人当たりＧＤＰは1万4000ド

ルと他の州の4倍以上突出している。このようにジャカルタ首都圏への経済の集中と人口過密が問題とな

っている。そのため、現職のジョコ・ウィドド大統領は再選後の2019年8月に首都をカリマンタン島に移

転する方針を表明している（以上ＪＥＴＲＯホームページ）。 
 

- 対象国・地域・都市が抱える開発課題 

インドネシア、ジャカルタ首都特別州は、前述の経済集中・人口過密から、深刻な交通渋滞による大

気汚染が問題となっている。2013年の車両登録数はバイク 1200万台、乗用車 300万台、トラック 62万

台、バス 36万台と、東京の 2倍以上あり、道路整備の遅れもあり、大気汚染が深刻化している。 

このため、インドネシアでは 1988年に最初の大気環境基準が定められ、さらに 1999年に大気汚染の防

止に関する政令が制定され、工場の排出基準が定められ、施行が義務化されている。また、1992年より

大気汚染物質の排出削減を目指して、ブルースカイプログラムと呼ばれるプログラムに取り組んでいる。

その後、2014年に就任したジョコ・ウィドド大統領の中期開発計画では、2014－2019年に大気汚染排

出量を 15％削減し、全国 45市において大気モニタリング体制を強化し、大気環境基準の適合を目指す
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としている。しかし、交通渋滞による大気汚染の進行はより急激に進行し、対策は追いついていない。

（環境省ホームページ ：インドネシアにおける環境汚染の現状と対策）そのため、ジャカルタでは肺

がん・ぜんそく等の呼吸器疾患の原因となる窒素酸化物（NOｘ）の濃度は、2013年度には 2008年度の

3倍の 74μg/m3という危険なレベルに達し（Jakarta Polices Traffic Directorate, BPLHD Jakarta, 

2014）、13～14歳の児童のぜんそく患者率は 12.6％と日本国内平均の 4.5倍に達する（International 

Study Asthma and Allergies in Childhood 2012） 

 

 弊社大阪ガスグループでは、2030 年度に向けた「長期経営ビジョン 2030」と、2017 年度から

2020 年度までの 4 ヵ年を対象とする「中期経営計画 2020」の中で、従来の国内エネルギー事業

に加え、海外エネルギー事業とＬＢＳ（ライフ＆ビジネス ソリューション）事業を３つの柱と

した経営戦略を立てており、ＯＧインドネシアを設立したこともこの戦略に基づく。本事業の成

果を発展させたビジネスとなる「海外における環境ソリューション、材料ビジネス」はこの戦略

に合致したものである。 

 

2.2. 普及対象とする技術、及び開発課題への貢献可能性 

2.2.1. 普及対象とする技術の詳細 

 技術の特徴 

弊社の保有する炭素材料技術により、大気中の窒素酸化物（ＮＯｘ）を吸着し、高い効率で除去する

高活性炭素繊維（ＡＣＦ）を開発した。ＡＣＦを成型加工によりスリット構造とし、通風性を有するＡ

ＣＦユニットとして、道路沿道などにおける大気浄化製品とした（図 1）。ＡＣＦユニットは、電気動

力を一切用いないエネルギー不要の製品で、通過する空気中のＮＯ２を８０％以上浄化できる。また、

ＡＣＦに、吸着したＮＯｘをＮＯ３
－イオンへ酸化する触媒機能を付与しており、簡易な水洗いによりＮ

Ｏｘ浄化性能を再生することができる（図２）。 

    

図１．ＡＣＦユニットの構造        図２．ＡＣＦのＮＯｘ除去メカニズム 

 

- 国内外の販売実績 

ＡＣＦは弊社グループで 1985年に工業生産を開始し、これまでに家庭用浄水器、空気清浄機などの

広い分野で使用されており、一般ＡＣＦ製品の国内シェアは 40％である。このＡＣＦを道路分野におけ

る大気浄化へ応用すべく、20年に渡り実証試験を重ねてきており、特許取得・製品化の結果、国土交通

省により、次の主要な大気汚染箇所に採用されており、各地点の局所的大気環境改善に実績がある。 

スリット構造

ACFユニット 500w*500h*200d (mm)

風
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・福岡県国道 3号、・大阪市西淀川区国道 43号、・大阪市港区国道 43号交差点・東京都板橋区大和

町、・名古屋市南区国道 23号遮音壁（図．３）。また、海外では、中華人民共和国北京市（図.４）に

設置している。 

  

    図３．名古屋市 国道 23号      図４． 北京市 清華大学構内 

 

大気環境改善の実績として、大阪市港区国道 43号交差点では、周辺の NO2濃度が 6ppb低減した。こ

の低減量は、大型車交通量が 1日で約 2000台減少したことに相当する（国交省大阪国道事務所 2009

年 3月記者発表。図５）。また、名古屋市国道 23号では、2013年 2月の設置後、2014年度の大気常時

観測局の測定結果が、年間 98％値で 46ppbと、前年比 10ppbも低減し、高い効果を示した（国交省中部

地方整備局 平成 27年 6月発表）。 

-             

-             図５．大阪市 国道 43号における大気環境改善事例 

 

 

 

 

- 価格（単価） 

ＡＣＦ大気浄化ユニットの単価は 65000円である。（施工費用除く） 

ＡＣＦ 

ＡＣＦ 



8 

 

- 経済性 

本製品の経済性について、他社技術との比較を表１に示す。 

表１．本技術と他社技術との比較 

 本技術 

ＡＣＦ 

 

ＮＯｘ削減防音壁 

（光触媒塗装） 

 

ＥＡＰ 

（土壌脱硝） 

製品画像 

 

大阪市国道 43号 

 
 

西宮市国道 43号 

発売開始年 2007年 1996年 1993年 

特徴 動力不要で自然風の

みを利用し、NO2を

80%除去 

防音壁の表面に NOx

を分解する光触媒を

塗装 

大気をファンで吸引

し、土壌中の微生物

で分解 

機能① NOx浄化量 

1.4ｇ/m2・日 

NOx浄化量 

0.009ｇ/m2・日 

NOx浄化率 80％ 

機能② 騒音低減 騒音低減 - 

特記事項 水洗いで性能を回復 通風性がなく浄化量

が小さい 

大規模な土地と電力

が必要 

 

ＡＣＦユニットのＮＯｘ除去性能は、大阪市国道 43号における国土交通省の測定で、1.4g-ＮＯｘ／

日・設置ｍ2 と実証されており、これは、光触媒塗装壁の値（0.009ｇ/m2・日）より 100 倍以上大きい。

また、道路沿道における大気浄化としては、土壌脱硝も知られているが、汚染大気をファンで強制的に

土壌層に通すため、膨大な電力と、大きな設置スペースが必要である。ＡＣＦユニットはファンが不要

で、設置スペースも非常に小さい。ＡＣＦの最大の特徴は、前述の水洗による再生可能な点で有り、こ

の効果は国内で設置後 8年以上経過しても継続して発現している。 

 

 

 

 

ＡＣＦ 
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- 技術の安全性 

ＡＣＦは電気動力等を一切用いず、自然風と車両の走行風のみを利用する、安全性の高い技術であり、

これまで全ての設置箇所において無事故である。ＡＣＦは炭素 100％の難燃性であり、ＵＬ94規格の難

燃性の認証を受けている。フレーム等支持材料はすべてアルミ製である。 

- 環境への配慮 

ＡＣＦは前述の通り、簡易な水洗いによりＮＯｘ浄化性能を再生することができるが、洗浄後の排水

に含まれるＮＯ３
－イオンも、大阪市港区の検証で、一般下水排水基準である 100ppm以下であることを

確認している。 

- 技術の評価 

   日本吸着学会技術賞（2010年）、エネルギー資源学会 学会賞（2012年）、 

大阪工業技術賞 （2012年） 

特許第 4637126号「空気浄化ユニット、空気浄化フェンス構造体、及び、空浄化法」 

特許第 4898757号「吸遮音性能を有する浄化ユニット、及びこれを用いた浄化構造体」等 

- 対象国における競合技術との比較 

インドネシアにおいては、道路環境の整備対策が遅れており、弊社の調査した範囲では競合技術は見当

たらなかった。 

 

2.2.2. 開発課題への貢献可能性 

ジャカルタの深刻な交通渋滞が起こす大気汚染の経済的な被害額は、2012年の国連環境計画（ＵＮＥ

Ｐ）の調査によれば、呼吸器疾患の費用として年間３８.５兆ルピア（約３８５０億円）に達している。

(ジャカルタ新聞 2014年 5月 31日)。従って、この NOxが局所的に高濃度になる、渋滞の激しい地区

にある学校の周辺等 500箇所程度で、局所汚染対策を行えば、年間 1万人以上の呼吸器疾患の低減効果

をもたらす事が期待される。このことにより、地域経済へ数億円規模の経済効果が得られる。 

さらに、ＡＣＦユニットを事業の伸展性が確認できた時点で、現地合弁会社において生産し、インド

ネシアをＡＳＥＡＮと南アジア向けの生産拠点とすることにより、現地経済規模も拡大が図れる。 
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第3章 本事業の概要 

3.1. 本事業の目的及び目標 

3.1.1. 本事業の目的 

本事業においては、日本で普及し性能が実証されたＡＣＦ大気浄化技術を、インドネシア・ジャカルタの

道路へ設置し、熱帯の気候と日本より深刻な渋滞道路において性能を実証し、その効果を官民広くＰＲする

ことを目的とする。特に、大気汚染の健康被害に敏感な児童・生徒・患者等が滞留し、優先的に対策すべき

幹線道路沿いの病院前の設置する計画とした。 

3.1.2. 本事業の達成目標（対象国・地域・都市の開発課題への貢献） 

本事業では、ＡＣＦユニットを、交通渋滞の激しいジャカルタ幹線道路沿いの病院前に設置し、局所的な

大気中の NOx濃度の低減効果を実証する。それらのデータを基に、日本や中国でこれまで実施したデータ等

と比較分析することで、最適な設置により何%程度の NOxの低減効果が見込める、といった見通しを示すな

どすることで、インドネシア政府が大気汚染対策の検討を行う材料を提供することを目標とする。 

3.1.3. 本事業の達成目標（ビジネス面） 

 本事業の成果を元に、インドネシア公共事業省、ジャカルタ州政府等地方自治体へのＰＲを進め、道路管

理者の需要を掘り起こす。現地の道路工事関係者、コンサルタント企業へも調査を行い、これらにより、Ａ

ＣＦの具体的市場規模を把握する。また、技術セミナー、現場見学会等で関係者のＡＣＦに関する理解を醸

成し、公共調達によるＡＣＦの導入が検討されることを目標とする。さらに、現地生産の検討材料となるコ

スト／ベネフィット分析を、2016年に設立した弊社グループの大阪ガスシンガポール(株)ジャカルタ駐在

員事務所（2019年よりＰＴ ＯＧインドネシア）と連携し行う。 

 以上の活動により、本事業ではこれまでＰＵでは検討されなかった大気汚染による住民の健康被害対策を、

インドネシアの道路環境整備において取り入れる契機とすることを目標とする。 

 

3.2. 本事業の実施内容 

3.2.1. 実施スケジュール 

本事業は 2018年 6月～2020年 1月に渡り実施し、その期間に 6回の現地活動と 1回の本邦受入活動を予

定する。 

3.2.2. 実施体制 

提案法人である大阪ガスエンジニアリング(株)から、業務主任としてエネルギー・環境事業部吉川が事

業全般の運営管理と実務を行う。エネルギー・環境事業部長増田、加藤は計画・安全管理を、山口は現地

調査と施工管理の補佐を行う。支援体制として、ＡＣＦの品質管理と現地での測定には、グループ企業で

ある大阪ガス㈱エネルギー技術研究所及び大阪ガスケミカル(株)フロンティアマテリアル研究所が分析、

データ解析等のバックアップを行う。外部人材として、ＡＣＦの構造・大気浄化解析およびインドネシア

での研究協力に長年の経験と知見を持つ豊橋技術科学大学北田名誉教授が支援する。また外部人材として、

インドネシアでの道路建設に経験とノウハウの豊富な片平エンジニアリング・インターナショナル(株)か
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ら支援を受ける。また、現地でのパートナーとして、バンドン工科大学の支援を受け、現地測定、分析、

アンケート調査、セミナーの協力など全般的協力を受ける。 

 

 

                   ミニッツ締結 

           JICA                   インドネシア公共事業省 

 

        業務委託         計画協議 

                          実務協力 

      大阪ガスエンジニアリング                 第 6国道管理事務所 

             外部人材         調査再委託 

 

豊橋技術科学大学     片平エンジニアリング・        バンドン工科大学 

北田名誉教授       インターナショナル 
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3.2.3. 実施内容 

現地準備調査の結果、ジャカルタ南部のファットマワティ総合病院前の国道は、渋滞による排ガス汚染

が激しく、上部に高速道路の高架もあり、ＮＯｘが高濃度に滞留し、健康被害に敏感な通院患者らの保護

のため、ＡＣＦユニットの設置が急務であることが判った。この病院前の道路端に、ＡＣＦユニットを 50

ｍ区間設置し、周辺大気の浄化効果を測定する。 

 

表２：本事業の実施内容（概要）と達成目標 

 

表３：資機材リスト 

# タスク 

ビジネス展開に向けて

事業内に実施すべき

項目 

活動計画 実施内容 目標（事業終了時の状態） 

第 1回 

(現地) 

第 2回 

(現地) 

第 3回 

(本邦) 

第 4~6

回 

(現地) 

第 7回 

現地) 

1 ＡＣＦユニット施工計

画の確認 
     

・ 公共事業省との協議 

・ 現地協力者、施工業者との打合せ 

・ 安全、確実で現地事情に適したＡＣＦユ

ニット施工方法の決定。 

・  

2 ＡＣＦユニット設置工

事、現地理解の検証      

・ ファットマワティ国道へのＡＣＦユニット施工 

・ 現地における効果測定 

・ 設置工事現場での見学会 

・ 公共事業省関係者にＡＣＦユニットの施

工技術を理解頂き、当社技術導入に向

けた意向を示した議事録等の文書を交わ

す。 

3 大気環境技術のオペ

レーション人材の育成 
     

・ 日本国内での実地研修 

・ 日本国内での環境技術研修 

・ ＡＣＦユニットの維持管理技術の日本国

内での研修 

・  

・ 公共事業省の技官が、環境対策、測定

等に正しい理解を持ち、当社の支援を必

要とせずに、政策立案できる様になること。 

4 現地でのＡＣＦユニッ

トの性能実証と現地

見学会・セミナーの実

施 
     

・ ファットマワティ国道に設置したＡＣＦユニッ

トの設置後の効果測定を行う。 

・ データを現地セミナー・会議の場において説

明し、効果の認識を促す日本国内での実

地研修 

 

・ 現地環境におけるＡＣＦユニットの性能の

実証。 

・ 公共事業省の技官が設置したＡＣＦユニ

ットに対し正しい理解と効果について合意

した議事録を交わす。 

5 ＡＣＦの点検と引き

渡し協議      

・ ファットマワティ国道に設置したＡＣＦユニッ

トの約１６ヶ月経過後の現場での点検を

行い、今後の維持管理方法について協議

決定する。 

・ ＪＩＣＡから公共事業省へのＡＣＦユニ

ットの譲渡をスムーズにし、今後の適正な

水洗等の維持管理について理解を促す。 

・  

6 商流の確定 

     
・ 現地のビジネス環境の調査 

・ 現地パートナー候補探索 

 

・ 弊社グループのジャカルタ事務所を活用し

た販売先、施工業者の候補を 3社までに

絞り込み 



13 

 

第4章 本事業の実施結果 

4.1. 第 1 回現地活動（2018 年 7 月 26 日～8 月 12 日） 

概要 

これまでの現地準備調査の結果、ジャカルタ市南部のファットマワティ総合病院前の国道は、渋滞

による排ガス汚染が激しく、上部に高速道路の高架もあり、ＮＯｘが高濃度に滞留し、健康被害に敏

感な通院患者らの保護のため、ＡＣＦユニットの設置が急務であることが判った。この病院前の道路

端に、ＡＣＦユニットを 50ｍ区間設置し、周辺大気の浄化効果を測定する計画である。今回の第１回

渡航では、ＡＣＦ設置の計画詳細決定と設置前環境計測を行うことを目的とした。その結果、ＡＣＦ

設置工事の開始に必要な工事許可の発行準備を終え、また現地環境計測でＡＣＦ設置個所のＮＯｘ大

気汚染濃度が極めて高いことを確認した。 

4.1.1 ＡＣＦ設置の計画詳細決定 

(1) インドネシア公共事業省（以下ＰＵ）道路総局 環境・道路安全課を訪問し、7月新任の Kamal

課長に本事業の概要説明を行い、合わせて本邦受入れについて候補者の選定を依頼した。 

 

ＰＵ環境・道路安全課 左から 3人目が Kamal課長 

 

(2) ＡＣＦ設置工事を発注したＭＫＳ社と施工計画につて繰り返し協議を行った。 

（7月 26日～8月 6日：ＭＫＳ Hendrik社長以下、吉川、片平ＥＩ渡辺氏、現地傭人 Anggara

氏、第 6国道管理事務所：Eka氏、Asep氏、ＰＰＫ２：Mariaマネジャー、Chandra氏他） 

その中で、インドネシアでの公共工事には銀行保証が必要であるが、本事業の発注者は日本サ

イドであり、銀行保証の発行に必要な手続きが困難であることが判明した。 

 機材名 価格 数量 用途 納入年月 設置先 

1 ACF 大気浄化ユニット 

収納金具、基礎工事、輸送、関

税費含む 

5,013,000 円 100 台 効果実証 2018 年９

月 

ジャカルタ 

国道 

Simatupnag 
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ＭＫＳ社 左から 2人目が Hendrik社長    ＰＰＫ２での協議 中央が Asep氏 

このため、第 6国道管理事務所、設置エリアの道路維持管理を担うＰＰＫ２と協議し、 

本事業の概要とＡＣＦユニットの設置についてはＪＩＣＡ－ＰＵ間のミニッツに基づくもの

であることを現場担当官らに説明を行い、銀行保証の発行に必要なレターをＰＰＫ２より受領

した。 

(3) 上記をふまえ、ＭＫＳ社にＡＣＦの施工を早期に開始するための銀行保証等手続きを急ぎ取得

させ、工程を再度協議した。（8月 7日～8月 10日：ＭＫＳ Hendrik社長以下、吉川、片平

ＥＩ渡辺氏、現地傭人 Anggara氏、第 6国道管理事務所：Eka氏、Asep氏、ＰＰＫ２：Maria

マネジャー、Chandra氏他） 

ただし、最終の工事許可は、 

・ＰＰＫ２立ち合いの下、現地調査と設置位置のマーキング 

・基礎工事で掘削を行うため、地下埋設物の調査 

・銀行保証内容に関する施工業者ＭＫＳとＰＰＫ２との議事録作成 

を行った上、ＰＰＫ２より第６国道事務所へ申請し、そこで工事許可（Technical 

Recommendation）の発行を受けるプロセスが必要であった。 

これらの複雑な手続きと協議を繰り返し行い、埋設物調査等の作業を完了し８月１０日に

Technical Recommendationの発行手続き完了までを行った。 
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ＰＰＫ２立ち合い 現地調査の状況  

 

4.1.2 ＡＣＦユニット設置前の環境計測 

ＡＣＦ設置個所周辺大気の設置前の環境計測を行い、設置後の効果解析のベースデータとする。現地

再委託先のバンドン工科大学の協力を受け、ＡＣＦユニット設置前の現地環境計測を行った。（7月

30日～8月 3日、バンドン工科大：Asep講師他、吉川、片平ＥＩ渡辺氏、現地傭人 Anggara氏 

 ＡＣＦ設置予定箇所の区間約４０ｍに３点計測器を設置し、上記月～金の期間中毎朝・夕のラッシュ時に

大気中のＮＯ２濃度、気温、湿度、風向、風速を測定した。ＮＯ２濃度はガステックＧＳＰ-300-ＦＴ２サ

ンプラーを、気温、湿度、風向、風速は Kestrel Weather Meterを用い計測した。 

 

                   環境計測地点 

40m

1B 2B 3B

Car lane

Sidewalk

Car lane
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ＡＣＦ設置予定箇所の環境計測状況 

 

 計測データを表 4.１.1（朝）、表 4.1.2（夕）、および図 4.1.1にまとめる。気温は３０～３５℃、湿度

は乾季であり、３６～６３％と低かった。風向はほぼ道路沿いの若干北より、ＥＮＥが支配的であった。風

速は０．３～２．２ｍ／ｓの範囲で、平均すると１．０ｍ／ｓと日本国内の道路沿いとほぼ同一であった。 

NO2濃度は０．０２～０．１ｐｐｍ、平均すると朝は０．０４９ｐｐｍ、夕は０．０８５ｐｐｍと非常に高

くなった。８／２の朝は前夜に雨が降ったため、一時的に下がったが、その日の夕には非常に高くなった。

交通渋滞により NO2濃度は蓄積していき夕刻に高くなると考えられる 

 

表 4.1.1 ＡＣＦ設置前環境計測結果（朝） 

 

 

 

Time Zone Morning

Date 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3

Mon Tue Wed Thu Fri

Time 10:00 8:00 9:30 9:30 9:15

Measurement location

1B Morning 0.08 0.06 0.07 0.02 0.02

2B Morning 0.06 0.07 0.06 0.03 0.02

3B Morning 0.06 0.06 0.06 0.04 0.02

Temp. 33.3 33.2 33.1 35.6 33.4

Humidity 47-55 55 54 36 42

Wind Direction ENE ENE ENE NE ENE

Wind velocity 0.5~2.2 0.6 1~1.6 0.3~1.8 1.0

 ▲Rain

NO2 (ppm)
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表 4.1.2ＡＣＦ設置前環境計測結果（夕） 

 

 

 

                 図 4.1.1 ＮＯ２ 濃度期間変動 

日本の NO2環境基準は０．０４～０．０６ｐｐｍのゾーン内またはそれ以下であり、また、日本国内の主要

道路における NO2濃度の年平均（自排局濃度）は０．０１９ｐｐｍであり（環境省 環境白書平成２９年

版）、短期間の測定であるがその２～４倍の濃度が測定された。また、道路近傍の濃度以外に、生活空間で

の濃度も測定することを目的として、８／２夕に測定点から５ｍ（緑地帯後方）、１１．５ｍ（側道歩道）、

２６．５ｍ（病院敷地内）離れた地点での計測も行ったが、ほとんど濃度低下は無く、病院敷地内でも高濃

度の NO2が測定された（図 4.1.2）。                

Time Zone Evening

Date 7/30 7/31 8/1 8/2 8/3

Mon Tue Wed Thu Fri

Time 16:30 17:00 17:30 16:40* 16:20

Measurement location

1B Evening 0.08 0.08 0.09 0.10 0.08

2B Evening 0.08 0.09 0.08 0.10 0.09

3B Evening 0.06 0.09 0.08 0.10 0.08

Temp. 34.3 31.7 30 32.7 31

Humidity 52 58 63 55 52

Wind Direction ENE NE SE ENE ESE

Wind velocity 0.5~2.2 1.0 0.3-0.5 0.8~1.3 0.6~1.0

NO2 (ppm)

0

0.02

0.04

0.06

0.08

0.1

0.12

Mon Tue Wed Thu Fri

7/30 7/31 8/1 8/2 8/3

N
O

2
 (

p
p

m
) 1B Morning

2B Morning

3B Morning

1B Evening

2B Evening

3B Evening



18 

 

 

図 4.1.2 車線から離れた地点でのＮＯ２濃度 

   

車線から離れた地点での計測状況 

課題 

今回の計測の結果、ＡＣＦ設置予定箇所の Jalan TB Simatupang, Fatmawati総合病院前では日本の環境

基準、国内平均を超える NO2濃度が高頻度で認められ、また、病院の敷地内においても濃度の低下は少なく、

排ガスによる汚染対策が急務であることが判った。 

 

 

 

5m

0.10ppm

6.5m

0.09ppm

15m

0.08ppm

Hospital

Green belt

Car lane

Sidewalk

Car lane

2B

2C

2D

2E
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4.2. 第 2 回現地活動（2018 年 8月 16日～9 月 19日） 

概要 

第 2回の現地活動では、病院前の道路端に、ＡＣＦユニットを 50ｍ区間安全に設置し、周辺大気の浄化

効果を測定することを目的とした。滞在期間は 8 月 16 日～9 月 19 日であり、渡航者は業務主任として吉川、

施工管理と計測支援に渡辺、村瀬が参画した。その結果、ＡＣＦ設置工事を安全に目標期間内に完了するこ

とができた。また、設置後の環境計測でＡＣＦによる NO2大気汚染濃度の除去率が７０％程度と日本国内の

結果と同等の効果が得られたことを確認した。 

 

4.2.1 ＡＣＦ設置工事 

 前回第 1回の現地活動の結果、ジャカルタ市南部の国道 JL Simatupang（図 4.2.1、4.2.2）において、

カウンターパートであり道路を管理するインドネシア公共事業省第 6国道管理事務所より、ＡＣＦ設置工事

の開始に必要な工事許可の発行準備を終えていた。ところが、施工開始直前になり、アジア大会（8月 18

日～9月 2日）期間中の一切の道路工事禁止通達が、ジャカルタ特別州（DKI）の道路総局より発令された

ことが判明し、DKIのエリア担当者と、我々のカウンターパートであり道路管理者である公共事業省第 6国

道管理事務所傘下のＰＰＫ２（維持管理事務所）との間で行われた。ＰＰＫ２側の参加者はプロジェクトマ

ネージャ Maria Christine氏、Chandra氏、DKI側はエリアマネージャの Darsono氏である。その結果、本

工事は道路内の緑地帯において行い、車線の規制は不要であること、外部から目立たないようサインボード

（横断幕）を設置すること、および重機は用いないことの条件で工事が可能となった。また、工事に際して

の緑地帯の保護と復旧条件については、弊社と DKIのエリア担当者との間で行った（8月 17日）。 

これを受け、第 6国道管理事務所より正式な工事許可証（Technical Recommendation:添付資料１）の発行

を 8 月 20 日に受領し、弊社と施工を担当する Mega Karya Sampruna（MKS）社とで工程の組み直しを行った。

ただし、イスラム教の犠牲祭が 8月 21日であったこともあり、正式な工事開始は 8月 24日となった。 

 

 



20 

 

   

       図 4.2.1．施工位置：Jalan TB Simatupang, South Jakarta City, DKI Jakarta Province 
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図 4.2.2．ACF大気浄化ユニット施工配置図 
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ＡＣＦ大気浄化ユニットの施工は、日本国内で実績のあるコンクリート基礎上に 1段積み、地上高さ 1.2

ｍの構造で、総延長 50ｍを図 4.2.2の通り施工した。尚、当初の計画では車道沿いに 1列 50ｍの予定であ

ったが、設置箇所の地下に水道管の可能性があることが判明し、これを避ける為、2列各約 25ｍの配置とし

た。効果には支障は無いものと考える。 

施工は現地の企業 Mega Karya Sampruna（MKS）社が行い、施工管理を弊社および外部人材の片平エンジニ

アリング・インターナショナル㈱ 渡辺次長とで共同して行った。 

ＡＣＦの設置工事は前記の通り、埋設物に留意し、またアジア大会中の規制の影響もあり、すべて手作業で

行った。 

工程としては 

（１） 基礎部の掘削 

（２） 石積み基礎設置 

（３） 基礎コンクリート打設 

（４） ＡＣＦユニット取付 

の４工程からなる。 

留意点としては、 

（１） 地下埋設物の損傷を避ける 

（２） 設置エリアである緑地帯の植栽の損傷を防ぐ 

（３） 設置個所に以前植えられていた木の根っこがあるため慎重に撤去する 

（４） 期間が限られておりＡＣＦユニット取付ボルト埋め込みのためのコンクリート養生期間の見極め 

（５） ＡＣＦユニットの盗難防止措置 

（６） 完成後の緑地帯を清掃する 

などであった。 

 

施工図は下記図 4.2.3の通りであり、ＡＣＦユニットは日本より輸出する時点で鋼製のフレーム（図

4.2.4）内に充填しており、盗難防止を施した。約 2ｍ長の鋼製フレームに 0.5ｍ角のＡＣＦユニット 4台を

充填した状態で重量は約 50ｋｇであり、基礎構造は十分加重に耐えられるものである。 

 

現地施工の状況図 4.2.5－１～8に示す。 



22 

 

 

図 4.2.3．ＡＣＦユニット施工図 

 

 

図 4.2.4．ＡＣＦユニット取り付けフレーム 
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        基礎部の掘削                 木の根っこの撤去  

    図 4.2.5.-1 

 

     

                 石積み基礎の設置   

   図 4.2.5-2  

 

            

        横断幕の設置（工事開始直前の発注となり、設置は 8月 29日となった） 

    図 4.2.5-3 
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                基礎コンクリート打設 

    図 4.2.5.-4  

                 

                基礎コンクリート表面仕上げ 

    図 4.2.5.-5 

   

                ＡＣＦユニット取付 

                    図 4.2.5-6 
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ＡＣＦユニット盗難防止措置（取付ボルトをモルタルで覆う） 

図 4.2.5-7 

 

   

                     完成写真 

  図 4.2.5-8 

 

以上の工事を期間内に安全に完成し、施工品質に問題の無ことを確認した。 

完成後の現地説明会を 9月 13日に実施し、JICAインドネシア事務所から村田様、山口様、木下様、公共事

業省から JICA専門家提箸様、第 6国道管理事務所の技官 Chefin氏、ＰＰＫ２のプロジェクトマネージャ

Maria Christine氏、Chandra氏、DKIエリアマネージャの Darsono氏、弊社協力者のバンドン工科大学

Asep氏、Anggara氏等にお越し頂いた（図 4.2.6）。見学会では活発な討議があり、施工管理と施工品質に

ついて評価頂いた。 
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図 4.2.6．ACF大気浄化ユニット完成説明会 

 

また、翌 9月 14日には、施工後環境計測を公共事業省 環境・道路安全課の Kamal課長、Teguh係長、

Hendra氏が見学に来られ、ＡＣＦの設置方法と効果について質疑を受け、高い関心を示された（図 4.2.7）。

Kamal課長（右下写真の左）からは、ＡＣＦの施工高さが１.2ｍと低く、効果が見えにくいのではないかと

の質問があった。これに対して、ＡＣＦは排ガスの発生源＝自動車・バイクのマフラー高さに近接しており、

十分な効果が日本における実績でもあったと説明し、了解を得た。 

 

   

図 4.2.7．公共事業省 環境・道路安全課の ACF効果計測見学 
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4.2.2 設置後環境計測 

ＡＣＦ施工後環境計測環境計測を行い、初期性能を実証することを目的とし、工事完成後、前回と同じく

現地再委託先のバンドン工科大学の協力を受け、ＡＣＦユニット設置後の現地環境計測を行った。（バンド

ン工科大：Asep講師他、吉川、現地傭人 Anggara氏） 

ＡＣＦ設置箇所の区間に車道側３点、歩道側（ACF背面）に３点計測器を設置し、上記期間の平日中毎

朝・夕のラッシュ時に大気中の NO2濃度、気温、湿度、風向、風速を測定した。 

 

 

 

図 4.2.8．環境計測地点（1B～3B：車道側＝ACF前、1A～3A：歩道側＝ACF後） 

 

 

         

図 4.2.9. 環境計測地点（左：車道側＝ACF前、右：歩道側＝ACF後）  



28 

 

計測データを表 4.2.１（朝）、表 4.2.2（夕）、および図 4.2.10 にまとめる。7 月の設置前計測と同様、

気温は３０～３６℃、湿度は乾季であり、３２～４０％と低かった。但し、降雨の影響で、最終日の 9月

19日は湿度が５８％に増加していた。 

風向はほぼ道路沿いの若干北より、ＥＮＥが支配的であり、風速は０．９～２．２m/secの範囲で、平均す

ると１．２m/secと日本国内の道路沿いとほぼ同一であった。 

車道側の NO2濃度は０．０３～０．１０ｐｐｍ、平均すると朝は０．０４ｐｐｍ、夕は０．０６ｐｐｍと非

常に高くなった（図 4.2.10）。 

NO2 の除去率は測定日時により４０～１００％の範囲で変動した。これは、風向が道路沿いのＥＮＥが多く、

背面からの排ガスの流入もあったためと考えられる。除去率の平均は朝で６７．２％、夕は６８．８％であ

った（図 4.2.11）。これは日本で計測した値とほぼ同等であった。 

 

表 4.2.１．ＡＣＦ設置後環境計測結果（朝） 

 

 

表 4.2.2．ＡＣＦ設置後環境計測結果（夕） 

 

 

   

図 4.2.10.ＡＣＦ設置後のＮＯ２濃度（左：朝、右：夕） 

 

13th September  14th September  17th September  18th September  19th September

 Morning  NO2 (ppm) Removal(%)  NO2 (ppm) Removal(%)  NO2 (ppm) Removal(%)  NO2 (ppm) Removal(%)  NO2 (ppm) Removal(%)

1A After ACF 0.02 50.0 0.01 75.0 0.02 33.3 0.00 100.0 0.01 83.3

2A After ACF 0.02 50.0 0.02 50.0 0.01 66.7 0.00 100.0 0.00 100.0

3A After ACF 0.03 25.0 0.02 50.0 0.02 50.0 0.01 75.0 0.00 100.0

1B Before ACF 0.04 0.04 0.03 0.04 0.06

2B Before ACF 0.04 0.04 0.03 0.04 0.06

3B Before ACF 0.04 0.04 0.04 0.04 0.06

 13th September  14th September  17th September  18th September  19th September

 Evening NO2 (ppm) Removal(%) NO2 (ppm) Removal(%) NO2 (ppm) Removal(%) NO2 (ppm) Removal(%) NO2 (ppm) Removal(%)

1A After ACF 0.02 75.0 0.02 80.0 0.02 50.0 0.02 50.0 0.02 60.0

2A After ACF 0.02 71.4 0.02 80.0 0.01 75.0 0.00 100.0 0.02 66.7

3A After ACF 0.04 42.9 0.04 55.6 0.00 100.0 0.01 75.0 0.02 50.0

1B Before ACF 0.08 0.10 0.04 0.04 0.05

2B Before ACF 0.07 0.10 0.04 0.04 0.06

3B Before ACF 0.07 0.09 0.04 0.04 0.04
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図 4.2.11．ＡＣＦのＮＯ２除去率（左：朝、右：夕） 

課題 

 今回の第 1回設置後環境計測で、ＡＣＦのＮＯ２除去性能は日本国内の結果と同等の約７０％であったが、

計測日時による変動が若干大きかった。ＡＣＦの性能は一日単位で変動する物では無く、これは設置位置の

風速・風向により計測に排ガスが流入するためと考えられる。これを防ぐため、大気サンプリング箇所に風

の巻き込み防止を検討していくこととする。 

 

 

4.3. 第 3 回現地活動（2018 年 12 月 8日～12月 22 日） 

概要 

 第３回の現地活動は、滞在期間は 12月 8日～22日であり、渡航者は業務主任として吉川、外部人材とし

て北田名誉教授が参画した。活動の要旨としては、以下の３点になる。 

（１）設置 3ヶ月後のＡＣＦユニットの周辺大気環境を計測し、浄化効果を測定した。また設置時期の乾期

から雨期に入っており、湿度の効果への影響も調べた。計測は委託先のバンドン工科大学の協力を受け

て行った。その結果、NO2の浄化効果が平均で朝：62.9％。夕：95.8％と、日本国内の実績同様に良好

であることを確認した。また、公共事業省 環境・道路安全課からの要望で、NO2以外のパラメータと

して、PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として計測した。 

（２）外部人材の北田名誉教授がこれまでに実施してきた、ＡＣＦの効果に関する大気シミュレーション解

析技術と、そのジャカルタのケースへの検討状況について、公共事業省 環境・道路安全課において説

明し、議論を通じて理解を深めた。 

（３）2019年 1月に実施予定であった本邦受入活動の準備として、公共事業省 有料道路・都市・地方道

路整備局、環境・道路安全課、および第 6国道管理事務所を訪問し、ＡＣＦの概要説明とスケジュール

の確認を行った。 
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4.3.1 設置３ヶ月後環境計測 

前回と同じく現地再委託先のバンドン工科大学の協力を受け、ＡＣＦユニット設置３ヶ月後後の大気環境

計測を行った。（バンドン工科大：Asep講師他、吉川、北田名誉教授、現地傭人 Anggara氏） 

期間： 2018年 12月 10日～15日  

ＡＣＦ設置箇所（図 4.3.1）に車道側３点、歩道側（ACF背面）に３点計測器を設置（図 4.3.2）し、上

記期間の平日中毎朝・夕のラッシュ時に大気中のＮＯ２濃度、気温、湿度、風向、風速を測定した。また今

回は、公共事業省からの要望で、NO2以外に PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として測定した。さらに、北田

名誉教授の大気シミュレーションに用いるべく、鉛直方向濃度差、水平方向濃度差も可能な範囲で測定した。 

  

              図 4.3.1．ＡＣＦユニット設置状況（2018年 12月） 

 

 

 

図 4.3.2．環境計測地点（1B～3B：車道側＝ACF前、1A～3A：歩道側＝ACF後） 
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 作業前ミーティング（左端が Asep講師）             車道側の計測 

   

       北田名誉教授                    歩道側の計測 

図 4.3.3．ＡＣＦ周辺の環境計測状況  

図に示す通り、設置３ヶ月後のＡＣＦに目立った損傷、変形等は無かった。当初懸念された盗難、いたず

らも、今のところ見あたらない。大々的な看板、サイン等の設置を当初検討したが、それは逆に周囲の関心

を集めるので、目立たないように設置していることが功を奏しているようである。 

計測データを表 4.3.1（朝）、表 4.3.2（夕）、および図 4.3.4～5にまとめる。前回９月の設置後計測と

異なり、雨季に入ったため、湿度が６０～９０％に増加していた（9月は３２～４０％）。また、12月 13

日の夕刻は豪雨のため計測できなかった。気温も 9月より若干下がり２５～３１℃の範囲であった。風向は

前回ほぼ道路沿いの若干北より、ＥＮＥが支配的であったが、今回はランダムで、ＥＮＥ～南よりのＳＥ、

および逆方向となるＷＮＷ～ＷＳＥも観測された。これは、雨季に特有の事象であると考えられる。風速は

０．６～３．４m/secの範囲で、平均すると１．０m/secと日本国内の道路沿いとほぼ同一であった。 

今回の車道側の NO2濃度（Before ACF)は雨季のため０．０３～０．０７ｐｐｍと乾期の前回に比べ若干

低くなり、毎夕～夜に雨が降るため朝の濃度は下がっていた（図 4.3.4）。 
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NO2の除去率は朝３０～１００％の範囲で変動したが、夕刻は７５～１００％の範囲で安定していた（図

4.3.5）。これは、朝の測定のタイミングで風向変動が大きく、背面からの排ガスの流入もあったためと考

えられる。除去率の平均は朝で６２．９％、夕は９５．８％であった。これは日本で計測した値と同等の良

好な結果であった。 

また今回は北田名誉教授の大気シミュレーションに用いるべく、鉛直方向濃度差、水平方向濃度差も可能

な範囲で測定した。その結果、鉛直方向では高さ２．５ｍにおいて高さ１．０ｍの約１／２となる濃度差が

観測された（図 4.3.6）。水平方向は、最終日の 12月 14日に、ACF背面の直後に加え、２ｍ、１０ｍ距離

をとった地点の測定を行った（図 4.3.7，表 4.3.3）。NO2に関しては、前日夕刻の豪雨で濃度が低くなっ

ており、有意差の小さい結果となった。一方、参考として測定した COに関しては、車道の濃度が１０～２

０ppmと高いため、有意差が認められた。 

その他、NO2以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の結果も参考として示す（図 4.3.8，表

4.3.4）。図のように、準備の都合上これらは簡易なモニターを用いたため精度は高くなく、SO2に関

しては測定下限以下で有効な測定ではなかった。また、ＡＣＦユニットは本来 NO2等ガス状大気汚染

物質の除去を目的としており、PM2.5に関しては別の構造が必要となるため、除去率は全般に低かった

が，最大で２０％程度の除去率を示した。これは弊社における実験室試験の結果とも一致している。 

 

表 4.3.1．ＡＣＦ設置後環境中ＮＯ２計測結果（朝） 

 

 

表 4.3.2．ＡＣＦ設置後環境中ＮＯ２計測結果（夕） 

 

 

 Morning  10th December  11th December  12th December  13th December  14th December

1A After ACF 0.02 0.01 0.01 0.01

After ACF 2A After ACF 0.01 0.03 0.02 0.01 0

3A After ACF 0.02 0.03 0.01 0

1B Before ACF 0.04 0.02 0.02 0.03

Before ACF 2B Before ACF 0.05 0.05 0.03 0.04 0.03

3B Before ACF 0.06 0.05 0.03 0.05

Average  (%) 62.9

50.0 50.0 50.0 66.7

80.0 40.0 33.3 75.0 100.0

66.7 40.0 66.7 100.0

NO2 (ppm)

Removal(%)

Evening 10th December 11th December 12th December  13th December 14th December

1A After ACF 0 0.01 0

After ACF 2A After ACF 0 0 0 0

3A After ACF 0 0 0.01

1B Before ACF 0.06 0.06 0.04

Before ACF 2B Before ACF 0.06 0.06 0.05 0.01

3B Before ACF 0.05 0.07 0.04

Average (%) 95.8

100.0 83.3 100.0 No data

100.0 100.0 100.0 No data 100.0

100.0 100.0 75.0 No data

NO2 (ppm)

Removal(%)
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図 4.3.4.ＡＣＦ設置後のＮＯ２濃度（左：朝、右：夕） 

 

 

  

図 4.3.5．ＡＣＦのＮＯ２除去率（左：朝、右：夕） 
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                図 4.3.6．鉛直方向の濃度分布測定 

 

 

  
 

                図 4.3.7．水平方向の濃度分布測定 

 

 

 

                 表 4.3.3．水平方向濃度分布 

 
 

 

 

 

2B

2A

2C

2D

2 m

10 m

Sidewalk

ACF 1

ACF 2

NO2  (ppm) CO  (ppm)

Position  Morning  Evening  Morning  Evening

2B Before ACF 0.03 0.01 23 12

2A After ACF 0 0 10 6

2C 2m 0.01 0 6 2

2D 10m 0.01 0 5 1

NO2  0.06ppm 

NO2  0.03ppm 

2.5m 

ACF 
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    図 4.3.8．その他のパラメータの測定（左：PM2.5モニター、右：COモニター） 

 

 

 

           表 4.3.4．PM2.5、CO、SO2の測定結果（参考値） 

 

 

 

課題 

 今回、公共事業省 環境・道路安全課からの要望で、NO2以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2

の濃度も参考として計測したが、PM2.5に関しては前述の通り、除去率は最大で 20％程度であった。 

自然風を利用する浄化装置としては、これは十分高い数値と言えるが、NO2に比べると低い除去率であ

る。この事を公共事業省の技官等に正しく伝える必要があった。ACFに大きな期待を受けていることは

喜ばしいが、その応用範囲とスペックを適切に理解して頂く事が重要であると考えられた。 

 

 

 

 

  Morning Removal(%) Removal(%) Removal(%) Removal(%) Removal(%)

2A After ACF 189 2.1 140 19.5 99 18.9 103 8.8 93 17.7

2B Before ACF 193 174 122 113 113

2A After ACF 0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 #DIV/0! 0 #DIV/0!

2B Before ACF 0 0 0 0 0

2A After ACF 12 65.7 10 66.7 12 52.0 10 60.0 12 52.0

2B Before ACF 35 30 25 25 25

Evening Removal(%) Removal(%) Removal(%) Removal(%) Removal(%)

2A After ACF 221 9.8 150 3.2 134 -3.9 76 20.8

2B Before ACF 245 155 129 96

2A After ACF 0.2 33.3 0.1 50.0 0 #DIV/0! 0 #DIV/0!

2B Before ACF 0.3 0.2 0 0

2A After ACF 10 73.7 15 50.0 5 58.3 6 50.0

2B Before ACF 38 30 12 12

CO

(ppm)

PM2.5

(μg/m3)

SO2

(ppm)

CO

(ppm)

PM2.5

(μg/m3)

SO2

(ppm)

 10th December  11th December  12th December  13th December  14th December
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4.3.2 関係者協議 

 今回の計測結果の速報を公共事業省に連絡し、効果の安定性を認識頂く。また、ＡＣＦの効果に関する大

気シミュレーション解析技術等について紹介し、議論を通じてＡＣＦ技術への理解を深める。 

 主な実施内容は以下の 3点である。 

（１）公共事業省の環境・道路安全課を訪問し、設置 3ヶ月後の ACFの状況と性能計測結果を説明した。 

（２）上記訪問時に、外部人材である北田名誉教授からＡＣＦ大気浄化のシミュレーション解析技術と、 

そのジャカルタ設置場所への適用状況について説明し、議論を行った（図 4.3.9）。 

（３）本邦受入活動の準備として、招聘候補者の部署である公共事業省 有料道路・都市・地方道路

整備局、環境・道路安全課、および第 6国道管理事務所を訪問し、ＡＣＦの概要説明とスケジュー

ルの確認を行った（図 4.3.10）。 

（４）ACF設置現場を管理する公共事業省ＰＰＫ２を訪問し、設置 3ヶ月後の状況を報告し、問題の無

いことを相互に確認した（図 4.3.11）。 

 

 今回の計測で、NO2については、前述の通り高い浄化率を得ていること説明し、信頼を高めることができ

た。しかし、先方の要望で実施した他のパラメータ、PM2.5、CO、SO2の結果も参考として説明したが、

PM2.5に関して除去率は最大で 20％程度であったことから、質問を受けた。これに対しては、前述の

通り、ＡＣＦユニットは本来 NO2等ガス状大気汚染物質の除去を目的としており、PM2.5に関しては別

の構造が必要となること、しかし、動力を用いないで自然風を利用する装置としては画期的であるこ

とを説明した。PM2.5に関しては報道等で注目されており、正しい理解をインドネシアにも醸成する必

要があると思われる。大気シミュレーション解析技術については、先方の関心も非常に高く、予定を超え

た長時間の議論を通じ、ＡＣＦの効果と正しい設置設計についての理解を深めることができた。本邦受入の

候補者については、Indra課長補佐には初めてＡＣＦを説明し、本事業について理解を得ることができた。 

    

      図 4.3.9．環境・道路安全課でのＡＣＦ大気シミュレーションに関する会議 
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図 4.3.10．有料道路・都市・地方道路整備局      図 4.3.11．PPK2 Maria エリアマネージャ 

    Indra課長補佐との打合せ               へ状況報告 

 

 

4.4. 第 4 回現地活動（2019 年 6月 27日～7 月 11日） 

 概要 

 今回の現地活動は、滞在期間は 6月 27日～7月 11日であり、渡航者は業務主任として吉川 1名が参画し

た。また、これに先立つ 4月 30日～5月 5日まで、弊社自社負担で吉川が渡航し、環境林業省へ技術紹介

セミナーを実施したので、合わせて報告する。活動の要旨としては、以下の６点になる。 

（１）設置 9ヶ月後のＡＣＦユニットの周辺大気環境を計測し、浄化効果を測定した。計測は委託先のバン

ドン工科大学の協力を受けて行った。今回は乾期に入っており、雨によるＡＣＦの洗浄・再生が乏しか

ったためか、性能は前回雨期の 12 月に計測した NO2 の浄化効果（朝：62.9％。夕：95.8％）より低く、

朝：51.5％、夕：43.5％であった。また、公共事業省 環境・道路安全課からの要望で、NO2以外の

パラメータとして、PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として計測した。PM2.5の浄化率は平均で 37％

と、これまでの弊社室内試験の結果と同等以上であった。 

（２）公共事業省道路総局を訪問し、環境・道路安全課 Kamal課長以下に今回の計測結果概要と本邦

受け入れについて打ち合わせ、議論を通じて理解を深めた。 

（３）7月 2日に、かねてより課題であったジャカルタ特別州にて都市計画・環境担当副知事 Oswar氏以下

に ACFの技術説明とトランス・ジャカルタバスターミナルへの試験提案を行い、同意を得、今後詳細を

詰める事とした。 

（４）ACF設置場所を管轄する第 6国道事務所にて、本事業終了後の ACF機器譲渡について、インドネシア

事務所丹羽様に同席頂き協議し、譲渡準備を開始した。 

（５）今後のビジネス展開についての PRと情報収集を、環境林業省辻専門家、JUTPI2（都市交通計画 PJ )

加納専門家、施工業者らと面会し実施した。 
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（６）5月 2日にＪＩＣＡ専門家辻様のご紹介により、環境・林業省において ACF技術紹介セミナーと今

後の連携について協議した結果、ACFによる新しい大気環境対策について大きな関心を持って頂けた。 

 

4.4.1 設置９ヶ月後環境計測 

ジャカルタ市南部のファットマワティ総合病院前の国道 JL Simatupangに設置したＡＣＦユニットの設置

９ヶ月後の周辺大気計測環境計測を行い、効果を確認する。 前回と同じく現地再委託先のバンドン工科大

学の協力を受け、ＡＣＦユニット設置９ヶ月後後の大気環境計測を行った。（バンドン工科大：Asep 講師他、

吉川、現地傭人 Anggara氏） 

期間： 2019年 7月 1日～5日  

ＡＣＦ設置箇所（図 4.4.1）の区間に車道側３点、歩道側（ACF背面）に３点計測器を設置（図 4.4.2、

4.4.3）し、上記期間の平日中毎朝・夕のラッシュ時に大気中の NO2濃度、気温、湿度、風向、風速を測定

した。また今回は、公共事業省からの要望で、NO2以外に PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として測定した。

さらに、広域的な効果を調べるため、水平方向に 10ｍおよび 20ｍ離れた地点での NO2濃度も測定した。 

 

 

 

  

              図 4.4.1．ＡＣＦユニット設置状況（2019年 6月） 
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図 4.4.2．環境計測地点（1B～3B：車道側＝ACF前、1A～3A：歩道側＝ACF後、2C～2D：ACFより 10～20m地

点） 

   

       計測準備作業                   ACF前後の計測 

   

       2C：10ｍ地点での計測             2D：20ｍ地点での計測 

             図 4.4.3．ＡＣＦ周辺の環境計測状況 
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図 4.4.1に示す通り、今回、ＡＣＦユニットの端に貼っていたシールが剥離していた。また、端の 1箇所

で表面の保護金網が 10cm角程度剥離していた。いたずら等によるものと考えられるが、ＡＣＦの機能には

影響は無いので、予定通り計測を行った。 

計測データを表 4.4.1（朝）、表 4.4.2（夕）、および図 4.4.4、4.4.5にまとめる。昨年 12月の設置後

計測と異なり、乾期に入ったため、湿度が４０～５０％と低かった（12月は６０～９０％）。気温は 12月

より上がり３０～３５℃の範囲であった。風向は前回とほぼ同様に、ＥＮＥ～南よりのＳＥが中心であった。

これは、乾期に特有の事象であると考えられる。風速は０．６～１．７m/secの範囲で、平均すると１．０

m/secとこれも前回同様、日本国内の道路沿いとほぼ同一であった。今回の NO2 の除去率は変動が大きく、

１２．５～１００％の範囲で変動した（図 4.4.5）。これは、測定のタイミングで風向変動が大きく、背面

からの排ガスの流入もあったためと、乾期に入り ACFの状態が湿度の影響を受けたためと考えられる。除去

率の平均は朝で５１．５％、夕は４３．５％であった。 

またＡＣＦの広域効果の測定のため、水平方向に 10ｍおよび 20ｍ離れた地点での NO2濃度も測定した

（図 4.4.6）。その結果、10ｍ、20ｍ離れた地点での NO2低減率は３２～４３％であった。これは濃度の

拡散による距離減衰も当然含まれると考えられるが、ACF設置前の 2018年 8月に同じ地点で計測した結果

は、車道：0.10ppmに対し 10ｍ地点：0.09ppm、20m地点 0.08ppmと、距離減衰は１０～２０％と小さかっ

た。 以上のことを考慮すると、今回の結果は ACFの NO2除去効果も寄与していると考えられる。 

その他、NO2 以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の結果も参考として示す（図 4.4.7，表 4.4.3～

4）。前回、PM2.5は市販の簡易測定器を用いたため精度は高くなかったので、今回はパナソニック（株）

と名古屋大学共同開発の PM2.5センサの提供を受け、これを用いた。その結果、ＡＣＦユニットはガス状の

NO2を主目的としているが、PM2.5に関しても平均３７％の除去率を示した。SO2は測定下限以下で有効な

測定ではなかった。COも今回環境中の濃度が低く、参考値として示す。 

 

 

表 4.4.1．ＡＣＦ設置後環境中 NO2計測結果（朝） 

 

 

 

 

表 4.4.2．ＡＣＦ設置後環境中 NO2 計測結果（夕） 

 Morning  1st July  2nd July  3rd July  4th July  5th July

1A Morning 0.04 0.02 0.04 0 0.02

After ACF 2A Morning 0.04 0.02 0.03 0.01 0.02

3A Morning 0 0.03 0.04 0.01 0.02

1B Before ACF 0.06 0.045 0.06 0.04 0.04

Before ACF 2B Before ACF 0.06 0.04 0.04 0.03 0.04

3B Before ACF 0.04 0.04 0.06 0.03 0.04

Average  (%) 51.5

33.3 55.6 33.3 100.0 50.0

33.3 50.0 25.0 66.7 50.0

100.0 25.0 33.3 66.7 50.0

NO2 (ppm)

Removal(%)
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図 4.4.4.ＡＣＦ周辺の NO2濃度（左：朝、右：夕） 

 

 

  

図 4.4.5．ＡＣＦの NO2除去率（左：朝、右：夕） 

Evening  1st July  2nd July  3rd July 4th July 5th July

1A Evening 0.06 0 0.07 0.02 0.04

After ACF 2A Evening 0.02 0.06 0.06 0.02 0.04

3A Evening 0.02 0.06 0.06 0.02 0.04

1B Before ACF 0.07 0.062 0.08 0.05 0.06

Before ACF 2B Before ACF 0.06 0.08 0.08 0.06 0.06

3B Before ACF 0.06 0.08 0.07 0.06 0.07

Average (%) 43.5

14.3 100.0 12.5 60.0 33.3

66.7 25.0 25.0 66.7 33.3

66.7 25.0 14.3 66.7 42.9

NO2 (ppm)

Removal(%)
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               図 4.4.6．ACFから離れた地点の NO2濃度測定 

 

           
  

          図 4.4.7．その他のパラメータの測定（左：PM2.5モニター、右：SO2サンプラー） 

 

 

                 表 4.4.3．PM2.5の測定結果 
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 1st July  2nd July  3rd July  4th July  5th July

2B Before ACF 67 56 50 43 53

2A After ACF 35 38 28 28 39

Average  (%)

37.0 47.8 32.1 44.0 34.9 26.4

Evening

 1st July  2nd July  3rd July 4th July 5th July

2B Before ACF 60 66 49 49 70

2A After ACF 28 35 28 53 36

Average  (%)

36.7 53.3 47.0 42.9 -8.2 48.6

Removal(%)

PM2.5
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              表 4.4.4． SO2、COの測定結果（参考値） 

 

 

 今回、設置後初めての乾期に入った影響で、前回 12月に比べ NO2除去率が若干低下していた。乾期でも

雨が降れば洗浄により回復するものと思われるが、今回の計測中全く雨が降らなかったため、その効果は検

証できなかった。次回設置１年後の計測も９月の乾期に行う予定であり、簡易な散水等により洗浄回復を検

証する必要がある。これらのデータを基に、日本とは異なるインドネシアの気候下での維持管理手法をまと

める必要がある。 

また、今回も公共事業省からの要望で、NO2以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の濃度も参考とし

て計測したが、PM2.5に関しては前述の通り、新規センサにより正確なデータが得られ除去率は平均３７％

であった。自然風を利用する浄化装置としては、これは十分高い数値と言えるが、この事を公共事業省の技

官等に正しく伝えることが重要であると考えられた。 

 

 

 Morning

 1st July  2nd July  3rd July  4th July  5th July

2B Before ACF 0 0 0 0 0

2A After ACF 0 0 0 0 0

Evening

 1st July  2nd July  3rd July 4th July 5th July

2B Before ACF 0 0 0 0 70

2A After ACF 0 0 0 0 0

 Morning

 1st July  2nd July  3rd July  4th July  5th July

2B Before ACF 2 1 7 5 5

2A After ACF 1 0 5 3 3

Average  (%)

51.7 50.0 100.0 28.6 40.0 40.0

Evening

 1st July  2nd July  3rd July 4th July 5th July

2B Before ACF 2.5 3 5 5 6

2A After ACF 2 2 5 4 2

Average  (%)

28.0 20.0 33.3 0.0 20.0 66.7

CO(ppm)

Removal(%)

CO(ppm)

Removal(%)

SO2(ppm)

SO2(ppm)



44 

 

4.4.2関係者協議 

 公共事業省の環境・道路安全課を訪問し、設置９ヶ月後の ACFの状況と性能計測結果を説明した。ACF設

置現場を管理する公共事業省第 6国道事務所にて、ACF機器譲渡に関する第１回協議を行い、譲渡準備を

開始した。環境・林業省において辻専門家の協力を受け、ACF技術紹介セミナーを開催し、公共事業省から

の参加も得て、新しい大気環境対策について大きな関心を持って頂けた。 

実施内容 

（１）公共事業省の環境・道路安全課を訪問し、設置９ヶ月後の ACFの状況と性能計測結果を説明した。

また、本邦受入活動の準備確認を行った。 

（２）かねてより課題であったジャカルタ特別州にて都市計画・環境担当副知事 Oswar氏以下に ACFの技術

説明とトランス・ジャカルタバスターミナルへの試験提案を行った。（図 4.4.8） 

（３）ACF設置場所を管轄する第 6国道事務所にて、本事業終了後の ACF機器譲渡について、JICAインドネ

シア事務所から丹羽様、本省外務局の担当者、環境・道路安全課の担当者も同席頂き協議した。（図 4.4.9） 

（４）今後のビジネス展開についての PRと情報収集を、環境林業省辻専門家、JUTPI2（都市交通計画 PJ )

加納専門家、施工業者らと面会し実施した。 

（５）5月 2日にＪＩＣＡ専門家辻様のご紹介により、環境・林業省において ACF技術紹介セミナーと今後

の連携について協議した。(図 4.4.10）結果、ACFによる新しい大気環境対策について大きな関心を持って

頂けた。 

 

成果 

（１）今回の計測で、NO2については、前述の通り乾期の影響で若干低い浄化率となったらことを説明した

が、公共事業省環境・道路安全課側からは特に問題視する意見は無かった。むしろ、NO2より、昨今インド

ネシアで大きく報道されている PM2.5についての情報を多く求められた。今回使用した新規 PM2.5センサに

ついても関心が高かった。また、本報告は日本の基準で、単位に ppm（体積比率）を用いているが、今後は

インドネシアの基準であるμg/m3（重量比率）として欲しいとの要望があり、これを了承した。 

（２）かねてより課題であったジャカルタ特別州にて都市計画・環境担当副知事 Oswar氏以下に ACFの技術

説明と、本事業の当初計画にあった、トランス・ジャカルタバスターミナルへの試験提案を行った。全般に

高い関心を集め、同意を得、今後詳細を詰める事とした。 

（３）本事業終了後の ACF機器譲渡について協議した。ミニッツで譲渡は「試験結果に基づき」とされてい

るため、試験結果概要を説明し、問題無いとの認識を出席者で共有できた。譲渡は本事業終了後速やかに行

う必要があるため、必要な書式のサンプルを頂く事となった。 

（４）今後のビジネス展開についての PRと情報収集を、環境林業省辻専門家、JUTPI2（都市交通計画 PJ )

加納専門家、施工業者らと面会し実施した。辻専門家は、ACF計測現場にもお越し頂き、本技術についての

理解を深めて頂いた。加納専門家からは、DKIジャカルタの企業局、民間デベロッパーなどへのアプローチ

を教示頂き、またトランスジャカルタの社長もご紹介頂けることとなった。 
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（５）環境・林業省において ACF技術紹介セミナーと今後の連携について協議した結果、ACFの技術につい

て高い評価と関心を得た。環境・林業省では個別の技術を推薦することはできないが、各自治体の導入基準

となる、例えば病院や学校周辺などの特定地域環境基準を作成することは可能とのことであった。 

  

             図 4.4.8．ジャカルタ特別州での会議 

 

 

   

  図 4.4.9．第 6国道事務所での会議     図 4.4.10．環境・林業省での ACF技術紹介セミナー 
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4.5. 第 1 回本邦受入活動（2019年 7 月 21日～28日） 

概要 

本邦受入活動は、本事業のカウンターパートである公共事業省職員を受入れた。滞在期間は 7月 21日～7

月 28日であり、受入者は当初計画より 3度の変更を経て、公共事業省環境・道路安全課より 1名、第 5

国道事務所（パレンバン）より 1名の 2名となった。8日間の滞在中、ＡＣＦ設置場所の見学、ＡＣＦ

研究開発の現場見学と実習、関連機関との打合せ等を経て、ＡＣＦ技術の信頼性を高め、また日本の

環境技術と政策への理解を深め、人的ネットワークも構築できた。 

当初計画は 2018年 11月に、ジャカルタ市のＡＣＦ建設に関わった関係者を招聘する計画であったが、直

前に雨季を控えて出張禁止通達が出て延期となった。その後、計画を見直し、2019年 1月に実施の予定で

あったが、直前にジャカルタ以外の事務所からの参加者を含めよとの大臣指示が出たため、再延期となった。

そこで余裕を持って 2019年 7月実施計画を立て、5月に招聘レターを JICAインドネシア事務所より発行し

て頂いたが、インドネシア政府許可が開始日までにおりず、3名の候補者の内、ジャヤプラ第 18国道事務

所の参加者は渡航不可となり、前記 2名が所属長判断で参加した。（但し、受入の期間内に政府許可はおり

た）。これにより 2名を受入、弊社 ACF技術の見学実習、国土交通省での環境対策技術見学などを通して技

術と知識の取得、ならびに人的ネットワークの構築を行った。 

 

参加者：下表の 3名の内 2名 

氏名 写真 所属 役職 

Hendra 

Adiwijaya 

Bakri 
 

Sub directorate of  

Environmental and Road Safety 

 (環境・道路安全課） 

Road and bridge analyst 

(道路・橋梁分析官） 

Rina Windarti 

 

Planning and Monitoring Division, Balai 

Besar Pelaksanaan Jalan Nasional V 

（パレンバン第 5 国道事務所） 

Young Road and Bridge 

Functional Position 

（道路・橋梁分析官） 

Dameria  

Hutagalung 

（欠席） 
 

Balai Besar Pelaksanaan Jalan Nasional 

XVIII Jayapura 

（ジャヤプラ第 18 国道事務所） 

Section Head of Monitoring 

（計測係長） 

道路総局 環境・道路安全課の Hendra氏は、本事業カウンターパートの直接的な担当者として、これま

でにＡＣＦ施工協議、施工現場での環境計測立会、計測結果打合せなど毎回出席され、ＡＣＦ技術に関する

知識も深く、インドネシアにおける普及に際し重要なポジションを担われている。 

 パレンバン第 5国道事務所の Rina 氏は、スマトラ州パレンバンに在籍され、道路の施工品質管理、環境

モニタリングなどを担当され、スマトラ州における道路環境課題の責任的ポジションにある。これまで本事

業への直接的な関わりは無かったが、今回の渡航は公共事業大臣の任命を受けており、今後も道路総局内で

環境政策の重要な役職につかれると考えられる。 
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スケジュールを以下に示す。 

日付 内容 場所 

7/21（日） 日本到着、ガイダンス 宿泊ホテル 

7/22（月） 大阪ガス(株)エネルギー技術研究所訪問 

研究所概要・ＡＣＦ技術説明、実験室で実習 

関連技術研究室見学 

(1)シミュレーション技術  (2)騒音対策技術 他 

大阪ガス(株) 

エネルギー技術研究所 

7/23（火） 大阪ガス(株)本社訪問 

中央保安司令室見学、保安技術説明 

大阪ガス(株)国際交流財団訪問 

大阪ガス(株) 

本社 

7/24（水） 国土交通省 大阪国道事務所訪問 

大阪市内 国道 43号ＡＣＦ設置現場、環境対策技術見学 

淀川大橋修繕工事 現場見学、大阪国道事務所長と懇談 

大阪国道事務所 

大阪市内 

7/25（木） 大阪ガス(株)エネルギー技術研究所 実験室で実習 

大阪ガスケミカル(株) 炭素材料製造工場見学 

大阪ガス(株) 

大阪ガスケミカル(株) 

7/26（金） 大阪ガスエンジニアリング（株）訪問 

総括討議 

大阪ガスエンジニアリ

ング（株） 

7/27（土） 明石海峡大橋 橋の科学館見学 明石市 

7/28（日） 日本出発、帰国  

 

 

4.5.1 成果 

（１）大阪ガス(株)エネルギー技術研究所訪問 

 弊社エネルギー技術研究所は本事業で用いているＡＣＦ技術の開発拠点である。まず、研究所概要の説明

の後、ＡＣＦ技術説明、実験室で実習を行った。実習では、現場に設置するＡＣＦユニット実機の風洞試験

によるＮＯｘ除去効果の測定を行って頂き、効果を実感して頂いた。また、ＮＯｘ計を初めとする各種環境

測定・分析機器も実際に触って頂き、正確な計測の手法を学んで頂いた。 

ＡＣＦ以外の関連技術としては、大気浄化等のシミュレーション技術、騒音対策技術等を紹介した。また、

参加者からの要望で、セルロース系バイオプラスチック材料の紹介も行った。 
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      研究所長らとの面会            ＡＣＦユニット風洞試験の実習 

 

（２）大阪ガス(株)本社訪問 

（２－１）中央保安司令室見学、保安技術説明 

 この部署は弊社のガス導管網の集中管理を行っており、地震対策技術や、津波予報システムなど、インド

ネシアでも頻発する災害の対策技術に大きな関心を持って頂いた。ガス導管は基本的に道路の地中に埋設す

るため、参加者の業務と関係が深く、埋設深さの基準など、多くの質問があった。 

 

（２－２）大阪ガス(株)国際交流財団訪問 

 本財団は、弊社の天然ガスの重要な輸入元であるインドネシア、マレーシア、東ティモールの大学、学校

等へ研究・教育助成を 1992年より行っており、財団からの説明を受け、その取り組みを高く評価頂き、よ

り弊社グループへの親近感を深めることに繋がった。 

 

（３）国土交通省 大阪国道事務所訪問 

 参加者の所属する公共事業省は日本での国土交通省に相当する。当初、東京で国土交通省海外プロジェク

ト推進課、国土技術政策総合研究所等を訪問する予定であったが、実際のＡＣＦを始めとする道路環境対策

の実務を行っている大阪国道事務所の協力を受ける事ができ、訪問先をこちらへ計画変更した。 

 内容は大阪市内 国道 43号ＡＣＦ設置現場、環境対策技術見学、淀川大橋修繕工事 現場見学、大阪国

道事務所長との懇談等、多岐に渡り活発な質疑が行われた。 

国道 43号のＡＣＦ設置現場では、約 10年を経過するＡＣＦが現在も効果を発揮しており、その維持管理手

法等についての熱心な質疑があった。ＡＣＦの設置高さ、設置位置などについて効果的な配置と、重点的な

対策箇所を事前に検討したこと、また、これにより大気汚染が劇的に改善したことなどの説明を行った。 



49 

 

また、ＡＣＦ以外の道路環境対策の紹介もあり、大気常時観測局、光触媒、間伐材・炭チップ、遮音壁、低

騒音舗装、ロードプライシングなど、インドネシアでは未だ例が無いか、実施例の少ない技術が多々あるこ

とに強い関心を持たれた。 

また、大気常時観測局の測定項目が NOxと SPMであり、昨今のインドネシアの関心が PM2.5、SO2、COであ

るのに対し、本事業でのジャカルタでの計測を NOx中心にしていることに理解を示された。 

淀川大橋修繕工事は、参加者の役職が道路・橋梁分析官であったことから、大阪国道事務所の好意で、築

93年を経過する橋の大規模修繕工事の内容を詳細に説明頂き、日本の技術力の高さを PRできた。 

最後の事務所長との懇談では、久保所長がインドネシア公共事業省とこれまでに関わりの深かったこともあ

り、非常に活発な議論が和やかな雰囲気の下行われた。 

参加者から公共事業省の最新の状況説明もあり、ジャカルタはもとより、スマトラ州パレンバンの道路への

環境対策の重要性などの意見があった。 

尚、本件は大阪国道事務所の広報ＷＥＢにも掲載された。 

   

                 国道 43号ＡＣＦ設置現場見学 

 

    

                  大気常時観測局の見学 
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  その他の道路環境対策技術の見学 （左）間伐材・炭チップ  （右）光触媒 

    

     淀川大橋修繕工事の説明              大阪国道事務所長との懇談 

 

（４）大阪ガスケミカル(株) 訪問 

 今回、ＡＣＦを製造する工場である（株）アドールは、夏季定期補修中で部外者の立入禁止であったため、

同様の炭素材製品を製造する大阪市此花区の工場を見学して頂いた。ここでは、都市ガス会社である弊社が

何故炭素材料の開発を始めたかなどの基本的なことから、石炭ベースの各種炭素材製品の商業化に至る過程、

現在の製品ラインアップなどの説明を受け、ＡＣＦ技術が生まれた背景について非常に良く理解して頂いた。 

 

（６）大阪ガスエンジニアリング（株）訪問 

 本事業の業務主体である大阪ガスエンジニアリングにて、事業の全体概要と、ＡＣＦ技術に関する総括討

議を行った。ＡＣＦ技術の開発は大阪ガス（株）エネルギー技術研究所訪問であるが、事業主体は大阪ガス

エンジニアリング（株）であることの説明、他の事業分野などの紹介を行った。他の事業分野では、特に土

壌処理事業について、道路建設と密接に関係することから、活発な質疑が行われた。 
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（５）明石海峡大橋 橋の科学館見学 

 帰国前の最終日は土曜日であったことから、参加者の担当分野でもある橋の中で世界最長の吊り橋である

明石海峡大橋の見学と、その建設技術を紹介する橋の科学館を案内した。非常に熱心に見学され、日本の橋

梁建設技術の高さをＰＲすることができた。 

 

   

  大阪ガスエンジニアリング（株）訪問            橋の科学館見学 

 

課題 

 今回の本邦受入を通して、ＡＣＦ技術や日本の環境・建設・保安技術の高さを十分に参加者に理解して頂

けた。ＡＣＦ技術について、ジャカルタはもとより、スマトラ州や他の都市でも非常にニーズが高いとの認

識で一致したが、その実際の施工のための予算取りには未だ幾つものステップが必要で、迅速な普及には日

本のＯＤＡの活用も含め検討すべきとの意見であった。そのための連携の方策については、今後の課題とな

った。 
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4.6. 第 5 回現地活動（2019 年 8月 22日～9 月 5日） 

概要 

 第５回の現地活動は、渡航者は業務主任として吉川 1名、補強団員として大阪ガス村瀬が参画し以下の活

動を行った。 

（１） 設置 12ヶ月後のＡＣＦユニットの周辺大気環境を計測し、浄化効果を測定した。計測は委託先のバ

ンドン工科大学の協力を受けて行った。前回に引き続き乾期の計測であり、雨によるＡＣＦの洗

浄・再生が殆ど無い時期のため、今回は簡易な水洗を毎日試験開始前に実施した。その効果が顕著

であり、前回 7月の乾季の計測より性能は向上し、平均値は朝（9時台）で 62％、夕（16時台）で

52％であった。（前回の計測値朝：51.5％、夕：43.5％）であった。また、公共事業省 環境・道

路安全課からの要望で、NO2以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として計

測した。PM2.5の浄化率は平均で朝 52％、夕 39％と、これも前回の 37％より若干向上した。CO、

SO2は環境中濃度が低く、ハンディ計測器の検出下限であり、参考値とした。  

（２） 公共事業省道路総局を訪問し、環境・道路安全課 Kamal課長以下に今回の計測結果概要と次回

予定のセミナーについて打ち合わせ、議論を通じて理解を深めた。 

 

4.6.1 設置１２ヶ月後環境計測 

前回と同じく現地再委託先のバンドン工科大学の協力を受け、ＡＣＦユニット設置 12ヶ月後の大気環境

計測を行った。（バンドン工科大：Asep講師他、吉川、村瀬、現地傭人 Anggara氏） 

期間： 2019年 8月 26日～30日  

ＡＣＦ設置箇所（図 4.6.1）の区間、車道側（ACF前面）３点、歩道側（ACF背面）に３点計測器を設置

し、上記期間の平日中毎朝・夕のラッシュ時に大気中の NO2濃度、気温、湿度、風向、風速を測定した。

また、ACFの効果を広範囲にとらえ、シミュレーションで解析するため、水平方向に 10ｍおよび 20ｍ離れ

た地点、および ACF背面の高さ 1.2ｍ、1.8ｍの位置での NO2濃度も測定した（図 4.6.2～3）。公共事業省

からの要望で、NO2以外に PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として測定した。今回は、前回の結果を踏まえ、

乾季の影響を考慮し、簡易な水洗により効果を回復させる試みを行った（図 4.6.4）。水洗は園芸用の手押

し加圧式噴霧器を用い、各計測前に８Ｌの水道水を測定箇所周辺に散水した。また、前回の調査時、ACFユ

ニット保護金網の一部が破損していたので、これを補修した（図 4.6.5）。 
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              図 4.6.1．ＡＣＦユニット設置状況（2019年 8月） 

 

 

 

図 4.6.2．環境計測地点（1B～3B：車道側＝ACF前、1A～3A：歩道側＝ACF後、2A+、2A++:高さ 1.2ｍ 

および 1.8ｍ地点、2C～2D：ACFより 10～20m地点） 

 

 

 

1A 2A

2A+

Car lane

Sidewalk

Car lane
28

ACF1
1B 2B 3B

3A
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2C
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10 m
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Parking area
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ACF前後の計測                 風向・風速計測  

 

   

ＰＭ２．５計測           2A+：高さ 1.2ｍ、2A++：1.8ｍ位置の計測                      

   

2C：10ｍ地点での計測             2D：20ｍ地点での計測 

図 4.6.3. 計測状況 
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図 4.6.4.簡易水洗の検証        簡易水洗に用いた噴霧器 

 

            
図 4.6.5．ＡＣＦユニット保護金網補修 

 

図に示す通り、前回の調査時に判明した表面の保護金網の剥離は、ACFの機能には影響は無いが、予定通

り補修を行った。 

計測データを表 4.6.1（朝）、表 4.6.2（夕）、および図 4.6.6～7にまとめる。前回７月の計測時期と同様、

乾期であるため、湿度が５０％前後と低かった（雨季は６０～９０％）。気温は３２～３４℃の範囲であっ

た。風向は前回とほぼ同様に、ＮＥ～ＥＮＥが中心であり、道路に平行に東よりの風が支配的であった。こ

れは、乾期に特有の事象であると考えられる。風速は０．５～３．０m/secの範囲で、平均すると１．１

m/secと、これも前回同様、日本国内の道路沿いとほぼ同一であった。 

今回は測定前に簡易水洗を行ったためか、前回より NO2の除去率は安定し、３０～８５％の範囲であっ

た。（図 4.6.7）。この変動は、従来通り風向変動の影響により、背面からの排ガスの流入もあったためと

考えられる。除去率の平均は朝で６２％、夕は５２％であった。 
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またＡＣＦの広域効果の測定のため、水平方向に 10ｍおよび 20ｍ離れた地点での NO2濃度も測定した

（図 4.6.8）。図に示すように、朝は距離による低減が明瞭に認められたが、夕は低減が小さかった。この

ことも、夕刻の風向と風速によるものと考えられる。平均すると 10ｍ、20ｍ離れた地点での NO2低減率は

朝：５０～７７％、夕：８～２１％であった。朝の低減率は非常に大きく、拡散による距離減衰を除いて

も十分に ACFの NO2除去効果も寄与していると考えられる。（ACF設置前の 2018年 8月に同じ地点で計測

した結果は、10ｍ地点と 20m地点の減衰は１０～２０％であった）高さ 1.2ｍ、1.8ｍ位置の NO2濃度は、

ほぼ車道側の濃度に等しかった。これは排ガスの拡散をシミュレーション解析するのに用いる予定である。 

その他、NO2 以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の結果も参考として示す（表 4.6.3～4）。今回も

パナソニック（株）と名古屋大学共同開発の高精度ハンディ PM2.5センサを用いた。その結果、ＡＣＦユニ

ットはガス状の NO2を主目的としているが、PM2.5に関しても平均で３６～５１％の除去率を示した。SO2

は測定下限以下で有効な測定ではなかった。COも環境中の濃度が低く、参考値として示す。 

 

表 4.6.１．ＡＣＦ設置後環境中 NO2 計測結果（朝） 

 

 

表 4.6.2．ＡＣＦ設置後環境中 NO2 計測結果（夕） 

 

 

 Morning 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

1A After ACF 0.02 0.02 0.02 0.01 0.01

After ACF 2A After ACF 0.02 0.02 0.02 0.01 0.02

3A After ACF 0.01 0.01 0.02 0.01 0.01

1B Before ACF 0.05 0.05 0.04 0.04 0.02

Before ACF 2B Before ACF 0.06 0.06 0.04 0.05 0.03

3B Before ACF 0.065 0.07 0.03 0.04 0.025

Average  (%) 62.0

60.0 60.0 50.0 75.0 50.0

66.7 66.7 50.0 80.0 33.3

84.6 85.7 33.3 75.0 60.0

NO2 (ppm)

Removal(%)

Evening 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

1A After ACF 0.03 0.04 0.04 0.02 0.02

After ACF 2A After ACF 0.04 0.05 0.04 0.02 0.02

3A After ACF 0.04 0.04 0.04 0.02 0.02

1B Before ACF 0.08 0.08 0.06 0.04 0.06

Before ACF 2B Before ACF 0.1 0.08 0.06 0.05 0.06

3B Before ACF 0.11 0.08 0.06 0.04 0.06

Average (%) 52.2

62.5 50.0 33.3 50.0 66.7

60.0 37.5 33.3 60.0 66.7

63.6 50.0 33.3 50.0 66.7

NO2 (ppm)

Removal(%)
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              図 4.6.6.ＡＣＦ周辺の NO2濃度（左：朝、右：夕） 

 

  

              図 4.6.7．ＡＣＦの NO2除去率（左：朝、右：夕） 

 

  

               図 4.6.8．ACFから離れた地点の NO2濃度測定 
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                     表 4.6.3．PM2.5の測定結果 

 
               

 

 

 

               表 4.6.4． SO2、COの測定結果（参考値） 

 

 

 

 

 

 

 Morning 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 70 71 80 70 90

2A After ACF 35 22 48 41 38

Average  (%)

51.6 50.0 69.0 40.0 41.4 57.8

Evening 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 52 84 43 52 39

2A After ACF 34 38 36 36 22

Average  (%)

36.0 34.6 54.8 16.3 30.8 43.6

PM2.5

(μ g/m3)

Removal(%)

Removal(%)

 Morning 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 0 0 0 0 0

2A After ACF 0 0 0 0.2 0.1

Evening 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 0 0 0 0 0

2A After ACF 0 0 0.2 0.1 0

SO2(ppm)

 Morning 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 7 10 7 5 5

2A After ACF 3 5 5 3 1

Average  (%)

51.1 57.1 50.0 28.6 40.0 80.0

Evening 26-Aug 27-Aug 28-Aug 29-Aug 30-Aug

2B Before ACF 5 5 5 3 5

2A After ACF 3 2 1 2 2

Average  (%)

54.7 40.0 60.0 80.0 33.3 60.0

CO(ppm)

Removal(%)

Removal(%)
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課題 

 今回、設置 1年後の乾期の計測であり、雨による ACFの洗浄が乏しく厳しい条件であったが、毎回８Lの

簡易水洗を行った結果、同じく乾期であった前回 7月の数値より平均で 10％程度除去率が回復した。水洗

の水量は ACFユニット 3箇所＝約３ｍ区間・厚み 0.2ｍ＝0.6ｍ2当たり８Ｌであり、降水量に換算すると 1

回当たり 13ｍｍと小さいものであるが、生成した NO3－イオンの除去と性能の回復には効果があったと考え

られる。インドネシア・ジャカルタの降水量は図 4.6.9のように、乾期は極めて雨が少なく、かつ 30℃程

度の気温が数ヶ月続くため、日本と異なり ACFの降雨洗浄が殆ど行われず、厳しい条件と考えられる。この

条件下でも、簡易な水洗を適切に行うことで、十分その効果を発揮できることが検証できた。これらのデー

タを基に、日本とは異なるインドネシアの気候下での維持管理手法をまとめる必要がある。 

また、今回も公共事業省からの要望で、NO2以外のパラメータとして、PM2.5、CO、SO2の濃度も参考として

計測したが、PM2.5に関しては前述の通り、新規センサにより正確なデータが得られ、有意義な除去率が得

られた。また、今回の道路側の PM2.5は表 4.6.3のとおり、最高で 90μｇ/m3に達し、日本国内では外出活

動を減らす暫定的な指針を超えていた。インドネシアの環境基準は日本より緩く、日平均で 65μｇ/m3であ

るが、これも超えていると見られる。現行の ACFユニットはガス成分の NOx除去が主目的であり、PM2.5の

除去は補助的なものであるが、平均除去率３６～５１％と自然風を利用する浄化装置としては、これは十分

高い効果を示すと言える。今回公共事業省の環境課技官にもその点を説明し、理解して頂けた。さらにこの

点を次回のセミナー等でも広く周知していく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：インドネシア気象局（Meteo Climat）データ、日本 気象庁データ 

          図 4.6.9 ジャカルタと東京の降水量比較 
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4.6.2 関係者協議 

 公共事業省の環境・道路安全課を訪問し、設置 12ヶ月後の ACFの状況と性能計測結果を説明した。ジャカ

ルタ特別州を訪問し、バス停への設置に向けた協議を行った。現地空調設備業者、弊社グループの OGイン

ドネシアと、ACF製品の販売に向けた協議を行った。環境・林業省において辻専門家に ACFの計測結果と、

次回予定の ACF技術紹介セミナーについて協議した。実施内容は以下の点である。 

（１）公共事業省の環境・道路安全課を訪問し、設置 12ヶ月後の ACFの状況と性能計測結果を説明した。 

また、次回予定する ACF技術紹介セミナーについて、時期を 11月下旬、会場を公共事業省内の会

議室とする提案をし、同意を得た。 

（２）前回、ジャカルタ特別州にて都市計画・環境担当副知事 Oswar氏以下に ACFの技術説明とトランス・

ジャカルタバスターミナルへの試験提案を行い、賛同を得ており、今回は担当者の BAPPEDA（都市計画

局）交通課長の Douglas氏、他へ実務協議を行った。 

（３）環境・林業省ＪＩＣＡ辻専門家と、今回の乾期の性能と ACF技術紹介セミナー、および今後の連携に

ついて協議した。 

 成果と今後の課題 

（１）今回の計測で、NO2については、前述の通り乾期の影響を簡易水洗により回復できたことを説明し、

公共事業省環境・道路安全課側からは ACFの反応機構通りであることを認められた。また、今回も NO2

より、昨今インドネシアで大きく報道されている PM2.5についての情報を多く求められた。新規 PM2.5

センサについても関心が高かった。今回は PM2.5が非常に高濃度であったこと、これが ACFにより環境

基準以下に抑えられたことを評価された。次回予定する ACF技術紹介セミナーについて、時期を 11月

下旬、会場を公共事業省内の会議室とする提案をし、同意を得た。そのための会議要請レターを JICA

事務所様から発行して頂くこととなった。 

（２）ジャカルタ特別州にて前回の都市計画・環境担当副知事 Oswar氏以下との協議を受け、実務者であり

トランス・ジャカルタを所管する BAPPEDA交通課長と協議したが、トランス・ジャカルタからの出席は

今回は実施できず、次回へ持ち越しとなった。担当役員の Izzul氏を次回紹介して頂き、バスターミナ

ルへの試験提案を行う予定である。 

（３）環境林業省辻専門家に ACF計測結果と状況を説明し、本技術についての理解を深めて頂いた。次回予

定の ACF技術紹介セミナーについて、環境・林業省からも出席頂けることとなり、詳細を決定次第連絡

することとした。 

 

ジャカルタ特別州での会議 
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4.7. 第 6 回現地活動（2019 年 11 月 13日～11月 27日） 

概要 

最終回となる第 6回の現地活動は、渡航者は業務主任として吉川 1名、セミナーの重要性を鑑み、弊社よ

り事業部長増田、および外部人材として片平エンジニアリング・インターナショナル渡辺が参画した。 

要点を以下にまとめる。 

（１）前回までの設置 12ヶ月間のＡＣＦユニットの周辺大気環境計測結果をとりまとめ、最終セミナー資

料を作成した。発表内容につき、事前に公共事業省道路総局環境・道路安全課、第 6国道事務所、

PPK2国道維持管理事務所、JICA事務所を訪問し、協議を行い、アドバイス・コメントに基づき修正

した。 

（２）現地政府関係者を招いてセミナーを 11月 22日に開催した。出席者は約 50名と多数の方に出席いた

だき、道路総局以外からも、環境林業省、ＤＫＩジャカルタ州、トランスジャカルタなど複数の機関

から参加があった。セミナー後には ACF設置現場見学会も実施した。 

（３）事業終了後の ACF機器譲渡について、窓口である第 6国道事務所と協議した。また、提出書類の内容

については公共事業省国際局を訪問し確認した。  

4.7.1 ＡＣＦセミナー 

事前協議 

まず、弊社の発表資料について、事前に配布していたカウンターパートの公共事業省道路総局環境・道路

安全課、第 6国道事務所、PPK2国道維持管理事務所、JICA事務所を訪問し、話の内容がインドネシア側の

初めての参加者にも容易に、かつ効果的に理解され、同意を得られるよう内容を修正した。主な修正内容は

以下の通りである。 

（１） ＡＣＦ概要説明の内容につき、ＡＣＦ設置と道路改修の相乗効果を取り入れた。 

（２） ＡＣＦ計測結果の内容につき、インドネシア側の最近の関心はＰＭ２．５にあるが、ＮＯｘはそ

の前駆体となるので、ＮＯｘの除去も重要である説明を加えた。 

（３） ＡＣＦ設置前後でインドネシアの大気環境基準に対しＮＯｘがどうなったかを明確にするため、

グラフに環境基準を明示し、設置後は基準を達成したことを強調した。さらに、参考であるが、

ＰＭ２．５の計測値にも大気環境基準を明示し、設置後は基準を達成したことを強調した。 

この結果、事前に準備した資料から大きな変更はなかったが、各関係者からのアドバイス・コメントを

頂き修正を行うことにより、資料の現地への理解度が高まった。また、事前に説明を行うことで、当日の

発表の練習にもなった。 

セミナー実施 

 公共事業省道路総局の会議室を借用し、11月 22日の午前 9時～11時 30分に発表と討議を行った。発表者

は順にバンドン工科大学アセップ講師、道路総局池田専門家、吉川である。主な出席者はカウンターパート

である公共事業省道路総局 環境・道路安全課より Kamal課長、Gita環境係長、Hendra技官、第 6国道事

務所より Chefin 技官、PPK2 国道維持管理事務所より Maria 所長、他である。また環境林業省より辻専門家、

大気汚染管理局 Dede技官、ＤＫＩジャカルタ州環境局より Dwiriani技官、トランスジャカルタより Yogi
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氏などである。日本側は JICA事務所より丹羽氏、石井氏、ＰＴ大阪ガスインドネシアより遠藤、原、他で

ある。また、セミナー終了後に希望者には JL SimatupangのＡＣＦ設置現場見学会を行った。 

（図 4.7.1～3） 

セミナーの内容（添付資料２） 

（１）インドネシア・ジャカルタの大気汚染の状況：バンドン工科大学アセップ講師 

 アセップ講師は大気汚染の移動現象解析等が専門であり、ジャカルタの気流・気象条件、地形と道路の交

通量、工場地域など合わせて解析を行っている。また、ジャカルタの米国大使館が公表する大気汚染データ

とインドネシア環境林業省のデータを合わせて解析した。その結果、ジャカルタのＡＱＩ（大気質インデッ

クス）は 2017年に比べ 2018年は大幅に悪化していると報告があった。 

 

（２）日本における道路環境対策：池田専門家 

 池田専門家は①道路分野における温室効果ガスの排出抑制、②道路における環境対策の２点について発表

された。②の中では、騒音と大気汚染について説明があり、日本国内の騒音の環境基準達成状況は９３．

９％であるが、東京中心部では、６２．５％に留まるとの紹介があった。一方大気汚染では、ＮＯ２とＳＰ

Ｍは環境基準をほぼ１００％達成しており、ＰＭ２．５も約９０％達成しているとの報告があった。この達

成の要因としては、長年に渡る車両の排ガス規制に加え、道路構造等の改良を上げられ、東京都板橋区大和

町交差点の事例を紹介された。 

 

（３）ＡＣＦの概要およびジャカルタにおける計測結果：吉川 

前述のとおり、ＡＣＦの概要では日本における実績の紹介を行った。ジャカルタにおけるＡＣＦ周辺の計

測結果では、ＮＯ２の濃度が設置後１年間にわたり、設置前より低減され、インドネシアの環境基準を達成

できたことを紹介した。また、雨季には除去率は向上したが、乾季にはＡＣＦの雨による洗浄が乏しかった

ため、若干低下したこと、および本年８月に簡易水洗を行った結果、同じく乾期であった７月の数値より平

均で 10％程度除去率が回復したことを報告した。ＡＣＦから離れた地点での計測では、鉛直高さ方向１ｍ

～１．８ｍには大差は無かったが、水平方向に１０～２０ｍ離れた地点では、最大で７７％低減しており、

ＡＣＦ設置前の距離減衰１０～２０％を大きく上回り、効果があったと言えることを報告した。参考として、

ＰＭ２．５、ＳＯ２、ＣＯの結果も紹介し、特にＰＭ２．５は平均除去率３６～５２％と、自然風を利用す

る浄化装置としては高い効果があること、設置後はインドネシアの２４ｈｒ環境基準を達成したことを紹介

した。 

 

質疑 

主な質疑は以下の通りである。 

Ｑ：ＡＣＦの洗浄水に含まれるＮＯ３－が水質を汚染することは無いか？ 

Ａ：ＮＯ３－濃度は基本的に洗浄水の量でコントロールでき、日本の実績では適正な洗浄水量また

は降雨量で排出基準以下であった。 
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Ｑ：ＡＣＦの価格は？ 

Ａ：受注生産であり、ここでは控えさせて頂く。 

Ｑ：トランスジャカルタとの連携については？ 

Ａ：ジャカルタ州副知事の同意を得て、すでに検討に入っている。 

Ｑ：ジャカルタ市中心部、渋滞の激しいスディルマン通りなどにも置けないか？ 

Ａ：スディルマン通りは歩道も広く開放空間であり、沿道に置くより、バス待合所付近、歩道橋な

どの半閉鎖空間が良いのではと考える。 

 

  

図 4.7.1 セミナー状況                図 4.7.2 セミナー集合写真 

 

 

図 4.7.3 ＡＣＦ現場見学会 
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成果と今後の課題 

今回のセミナーでは、カウンターパートの公共事業省関係者以外にも、多くの関係機関からの参加を得て、

ＡＣＦ技術の説明をジャカルタの広範囲な関係者に向け実施できた。ＡＣＦの性能に関しては、除去率の値

よりも、ＡＣＦ前後で環境基準に対しどうなったかに関心があり、事前に資料を改定したことが非常に効果

的であった。また、当初目的のＮＯ２以外に、昨今インドネシアで大きく報道されているＰＭ２．５につい

ても効果があったことにより、ＡＣＦに対する期待が高まったと感じられた。計測に用いた新規ＰＭ２．５

センサについても関心が高かった。 

一方、今後の政策実現に向け、どのように出席者同士で連携して頂くかが、省庁間および国と地方政府の関

係の中で、課題として残った。具体的には環境林業省と公共事業省との役割分担と連携になる。また、当初

計画していたジャカルタ以外の地方都市からの参加者は、名簿を確認した中では見当たらず、地方都市から

の出席確認の難しさが課題となった。 

 また、本事業終了後のＡＣＦ機器の譲渡については、窓口である第 6国道事務所と協議し、セミナーでの

報告結果により、ＡＣＦの性能面は問題無いことを確認した。また、譲渡のための提出書類の内容について

は公共事業省国際局を訪問し確認した。その結果、提出書類（BAST）については JICAの書式になること、

また、添付資料として、ＡＣＦ性能計測結果を、セミナーの発表資料を報告書形式に編集して第 6国道事務

所へ提出することを確認した。 
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第5章 本事業の総括（実施結果に対する評価） 

5.1. 本事業の成果（対象国・地域・都市への貢献） 

 本事業の成果を総括すると、次の２点が挙げられ、3.1.2項で記載した目標は達成できたと考えている。 

（１） ＡＣＦユニット 100台を交通渋滞の激しいジャカルタ幹線道路沿いの病院前に安全に設置し、計５

回の環境計測を行い、約 60%の NO2の低減効果により周辺の大気環境基準を達成したこと、および

ＰＭ２．５についても低減効果があることを実証した（図 5.1.1）。 

（２） ＡＣＦ周辺の環境計測データを基に、インドネシアの熱帯の気候と日本より深刻な渋滞道路におい

て大気浄化効果を確認し、乾季における水洗を検証し、維持管理方法についても確認し、ＡＣＦセ

ミナーで示すことによりインドネシア政府が大気汚染対策の検討を行う材料を提供できた。 

 

 

 

図 5.1.1 設置前と設置後 1年間のＡＣＦ周辺の NO2濃度 

 

Before Construction of ACF

30 July ~ 3 Aug. 2018

1st) After Construction of ACF
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4th) After Construction of ACF
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10 ~ 14 Dec. 2018
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5.2. 本事業の成果（ビジネス面）、及び残課題とその解決方針 

 

5.2.1. 本事業の成果（ビジネス面） 

 ＡＣＦ技術の市場性・現地ニーズは現地活動を通じて非常に大きいと考えられた。ＡＣＦ技術へのＰＵの

理解は、2年間の活動を通じて、事業開始前に比べ大きく進歩した。人材については、本邦受入を通じて、

ＡＣＦの効果や維持管理などの技術を正しく理解できる人材を得られた。現地への輸出、施工にはライセン

スを有する現地企業とのパートナー関係を構築し、今後のビジネスでも協力を得られることとなった。商流

については、弊社と現地パートナーおよび弊社グループのＯＧインドネシアの協力体制を構築できた。採算

性に関しては、現状競合品は無いが、ＰＵでの予算取りの難しさから、今後ＪＩＣＡ殿とも協議して、ＯＤ

Ａ等の活用案を策定する必要がある。 

5.2.2. 課題と解決方針 

 

# タスク 

ビジネス展開に向

けて事業内に実施

すべき項目 

活動計画と実績 達成状況と評価 残課題と解決方針 解決へのアクションと時期 

第 1

回 

(現地) 

第 2

回 

(現地) 

第 3

回 

(本邦) 

第 4

～6

回 

(現地) 

第 5

回 

(現地) 

1 ＡＣＦユニット施

工計画の確認      完 

・ 公共事業省との協議、および 

現地協力者、施工業者との打合

せを行い、施工方法を決定した。 

  

2 ＡＣＦユニット設

置工事、現地理解

の検証      完 

・ 国道にＡＣＦを安全に施工完了

した。 

・ 現場見学会を実施し、公共事業

省関係者に ACF製品を理解頂

き、導入に向けた意見を得られた。 

  

3 大気環境技術のオ

ペレーション人材の

育成 

     完 

・ 本邦受入活動を通じて ACF環境

技術と環境政策に通じる人材を育

成した。 

  

4 現地でのＡＣＦユ

ニットの性能実証と

現地見学会・セミナ

ーの実施 

     
完 

 
 

・計 5回に渡る計測で性能を実証

した。 

・セミナーを開催し、公共事業省他

関係者に効果を認めて頂き、アンケ

ートで回答頂いた。 

  

5 ＡＣＦの点検と引

き渡し協議 
     完 

・ 1年間の点検を終え、引き渡し手

続きを進めた。 

 
 

 

6 商流の確定 

     完 

・ ACFユニットは現地ライセンス業者

を通じて納入する。マーケティング全

般の支援は OG インドネシアが行う

ことに決定した。 

・現地で直販可能な

体制の構築。 

・ビジネスが拡大した段階で 

弊社グループと現地企業と

の合弁化を検討する。 

7 採算性の確保 

     完 

・ 現状競合品は無い 

・ 現時点でのインドネシア政府の予

算計画までは得られていない。 

・ 民間ベースの商談は開始した。 

 

・ 道路建設予算への

提案と獲得が必要。 

・ 2~3年以内に ODA等の

活用案をＰＵ、JICA と協

議して策定する。 
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表に記載の、商流については、当面ＡＣＦユニットは国内製造し、現地ライセンス業者を通じて納入する

予定であるが、直販可能な体制の構築のため、ビジネスが進展した段階で弊社グループと現地企業との合

弁化を検討する。尚、マーケティング全般の業務支援は弊社グループのＯＧインドネシアが行う予定であ

る。 

 

本事業で調達したＡＣＦ機材については、ＰＵへ譲渡するが、設置場所の道路 JL Simatupnagが国か

らジャカルタ州に移管予定であることから、いったんＰＵに譲渡した上でＰＵからＤＫＩへ譲渡されるこ

とになる。そのため、維持管理方法もＰＵから確実にＤＫＩへ引き継ぐ必要がある。維持管理については、

乾季には簡易な水洗が必要であり、そのことをＰＵに説明している。幸い、道路管理者となるＤＫＩのエ

リア管轄では、ＡＣＦ設置場所の植栽の手入れをほぼ毎日実施しており、その中で月 1回程度の水洗は問

題なく行って頂ける見込みである。 

 

 

 

第6章 本事業実施後のビジネス展開の計画 

6.1. ビジネスの目的及び目標 

6.1.1. ビジネスを通じて期待される成果（対象国・地域・都市の社会・経済開発への貢献） 

2.2.2に記載の通り、ジャカルタの深刻な交通渋滞が起こす大気汚染の経済的な被害額は、2012年の

国連環境計画（ＵＮＥＰ）の調査によれば、呼吸器疾患の費用として年間３８.５兆ルピア（約３８５０

億円）に達している。(ジャカルタ新聞 2014年 5月 31日)。従って、この NOxが局所的に高濃度にな

る、渋滞の激しい地区にある学校の周辺等 500箇所程度で、局所汚染対策を行えば、年間 1万人以上の

呼吸器疾患の低減効果をもたらす事が期待される。このことにより、地域経済へ数億円規模の経済効果

が得られる。 

日本もかつてそうであったように、公害による健康被害は広範囲にわたり、特に経済的弱者、交通弱

者、児童などが被害者となることが多い傾向にあり、その因果関係の特定や被害者の救済には非常に長

い時間がかかってきた。インドネシアにおいては公害健康被害補償の法整備もこれからであり、今後の

対策にはかなりの時間を要すると思われる。その中で先駆的、予防的に大気汚染対策であるＡＣＦ技術

を広めることは、大気汚染に苦しむインドネシア都市部の住民に環境問題への理解と解決手法を提起す

るものである。 

 

6.1.2. ビジネスを通じて期待される成果（ビジネス面） 

ＡＣＦ技術のビジネス展開による販売数は、ビジネス立ち上げ時期にはジャカルタ都市部の渋滞

道路で、特に学校や病院周辺を優先する。市場規模としては、ジャカルタ中央、東、南地区の公・

私立の小学校 1615校、中学校 764校、高校 341校のうち、交通量が多く大気汚染の激しい地点にあ

るものが、約 500校、1箇所当たりＡＣＦ施工規模は 50～100万円（工事費除く）として、2.5～5

億円程度が見込める。また、公立病院は 13か所あり、これらには１箇所 100～500万円程度のＡＣ
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Ｆ施工規模が見込める(図 6.1.1～2)。次の段階の設置場所は、渋滞道路の中央にあるバスステーシ

ョン、大規模ショッピングモールの駐車場等の排ガスの汚染対策が必要な地点である。さらに次の

段階で、一般道路へ広げると、ジャカルタの渋滞道路の総延長距離は推定 150ｋｍあり、このうち

20％の 30ｋｍの道路沿道に設置されるとすると、30億円の市場が見込める。また、７～10年経過時

にはＡＣＦの交換需要も発生し、これが年間３億円規模で存在する。ジャカルタ以外のＡＳＥＡＮ

諸国の大都市部を含めると、この数倍以上の市場が見込まれる。 

 

 

図 6.1.1 ジャカルタの小中学校分布（Googleマップ） 

 

図 6.1.2 ジャカルタの公立病院分布（Googleマップ） 
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6.2. ビジネス展開計画 

6.2.1. ビジネスの概要 

ビジネスの概要として、下図のように、初期段階はＡＣＦ繊維の製造、ユニット組立、フレーム化までを

国内の弊社グループ、協力企業で行い、そこから輸出し、輸入、現地施工は現地のパートナー企業が行う。

次の段階として、ビジネスが拡大した後は、ＡＣＦ繊維の製造は国内で行い、これを輸出し、ユニットの組

立以降は弊社グループと現地企業との合弁企業にて進めることを目標とする。その段階では、合わせて、Ａ

ＣＦユニット維持管理（水洗、交換など）、及び環境計測サービスなども手掛けていきたい。 

           

ＡＣＦ（繊維）     ＡＣＦユニット     フレーム         現地施工 

       拡大後                      初期段階     維持管理 

図 6.2.1 ＡＣＦ製品ビジネスフロー 

6.2.2. ビジネスのターゲット 

本ビジネスのターゲットは、6.1.2 で記載の通り、初期段階はジャカルタ都市部の渋滞道路で、特に学校

や病院周辺を優先であり、市場規模としては、2.5～5億円程度が見込める。次の段階のターゲットは、渋

滞道路の中央にあるバスステーション、大規模ショッピングモールの駐車場等であり、これらは 1箇所 500

万～2000万円程度、50か所程度の潜在があり、10億円程度の市場規模がある。さらに次の段階で、一般道

路へ広げると、30億円程度の市場が見込める。また、７～10年経過時にはＡＣＦの交換需要も発生し、こ

れが年間３億円規模で存在する。 

 

6.2.3. ビジネスの実施体制 

ビジネスの実施体制としては、6.2.1 で記載の通り、ＡＣＦ繊維の製造は知的財産権のセキュリティ上、

国内の弊社グループとする。ＡＣＦユニット組立、フレーム化は当面は国内の弊社グループ、協力企業で行

うが、市場が拡大した時点で弊社グループと現地企業との合弁企業にて進める計画である。これは、販売の

直販化のみならず、インドネシアの豊富な労働力を活かし、低コスト製造を可能にすることと、現地の経済

へも寄与できる。現地での政府関係パートナーとしは、引き続きＰＵとの連携をお願いしたい。 

 

6.2.4. ビジネス展開のスケジュール 

初期段階のジャカルタ都市部の渋滞道路、学校や病院周辺については 2023年を目途に大規模設置実績を

作りたい。バスステーション、大規模ショッピングモール等の民間市場は 2021年に試験施工、2023年に販

売開始を目標とする。これらの実績を積みあげ、投資判断を行った上で、2025年頃に現地合弁企業設立、

2026年現地組み立て開始を目指す。 
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6.2.5. 投資計画及び資金計画 

前述の通り、ＡＣＦユニットの製造は既に保有する国内の弊社グループとし、当面は設備投資不要である。

現地での営業サポートは 2019年設立のＯＧインドネシアが行い、その先に予定する合弁企業は輸入、ユニ

ット組立、販売、施工等を行うため、5億円程度の初期投資が必要となる見込みである。これは自社資金に

よる。投資回収は 10年以内を見込む。 

 

6.2.6. 競合の状況 

現時点でインドネシア国内の道路大気環境対策として競合品は見当たらない。日本国内では 2.2.1 に記載

した競合品があるが、途上国の環境対策には適していない。今後は、道路の改良や低公害車の普及などで

徐々に改善はされるものと見込まれるが、ジャカルタの現状を見る限り数年～１０年程度の短期での改善は

期待できない。 

 

6.2.7. ビジネス展開上の課題と解決方針 

ビジネス展開へ向けた課題として、端的には道路沿道にＡＣＦを設置するための予算である。現状インド

ネシア政府の道路整備予算は厳しく、インドネシアの国家中期開発計画で道路整備に必要とされる１３４０

億ＵＳドルに対し、政府予算でカバーできる割合は 3割程度しかない。そのため、ＰＰＰや政府援助などで

予算を確保しなければならない（第３１回日本道路会議講演会資料）。この様な状況の中、環境対策として

予算を優先的に執行するための仕組み、戦略立案が重要であるが、大気環境の目標を作成するのはＫＬＨＫ

であり、道路整備の予算はＰＵが策定するため、両者の連携と目標共有化が必要となってくる。一方、イン

ドネシアの主要都市では道路の国から地方自治体への移管が進んでおり、ジャカルタ州を始めとする自治体

での独自策の重要性も高い。以上のような状況から、今後はＰＵとの連携、ＡＣＦ設置提案は引き続き行う

こととし、本事業に直接関与しなかったジャカルタ州を始めとする地方主要都市（例：バンドン、パレンバ

ン、スラバヤ、スマラン等）への働きかけも必要である。地方都市への提案に関しては、地方都市協議会

（ＡＰＥＫＳＩ）や、国家開発企画庁（ＢＡＰＰＥＮＡＳ）とも連携する必要がある。 

 

また、本事業成果に基づき、直近では、本事業の当初企画で提案した、ＤＫＩ傘下のトランス・ジャカル

タのバス停への設置を協議している。詳細は現在も協議中であるが、バス停１か所に試験的にＡＣＦユニッ

トを設置し、その効果をモニターし乗客市民に公開しＰＲする計画である。また、そこで用いるＡＣＦユニ

ットは、本事業で用いたタイプよりも、現地で関心の高いＰＭ２．５の除去能力を高めたものにする予定で

ある。これらビジネス展開のため、2019年に設立した弊社グループのＰＴ ＯＧインドネシアを営業支援

拠点として進める計画である。 

 

6.2.8. ビジネス展開に際し想定されるリスクとその対応策  

 ビジネス面でのリスクは、インドネシア政府が予算への優先性を認めず、先送りする事等であるが、この

点については、国と地方都市の双方に環境改善の必要性をさらに強調し提案することにより回避していく。

現地の許認可関係としては、公共の道路に設置する場合に実績データが必要であるが、本事業で取得したＡ
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ＣＦ大気浄化の効果データを活用していく計画である。法的なリスクは、日本および現地での安全性証明を

受け、非常に小さいと考えられる。 

 

6.3. ODA事業との連携可能性 

6.3.1. 連携事業の必要性 

インドネシアでの道路整備の実施には予算不足からＰＰＰや政府援助などが必須の状態であり、ＰＵ

担当者からも日本の援助を期待する意見が多くある。本ビジネスはインドネシアで問題となっている大気汚

染の改善と、弊社の事業拡大との相乗効果が期待できる分野であるため、ＯＤＡ事業との連携は必要である

と考えられる。 

 

6.3.2. 想定される事業スキーム 

ＡＣＦ大気浄化ユニットの実際の設計、Ｆ/Ｓ、建設等の経験はＰＵにはないため、日本からの指導を受

けて進める必要があり、技術協力などのスキームが適していると考えられるが、詳細はＪＩＣＡ殿、現地の

関係者と協議して決めていく必要がある。 

 

6.3.3. 連携事業の具体的内容 

ＯＤＡ連携時事業の具体的な内容としては、特に対策が急がれるジャカルタ都市部の渋滞道路で、学校や

病院周辺へのＡＣＦ設置が考えられる。6.1.2 に記載した、学校約 500校、公立病院 13か所への設置などの

優先度が高い。これらの箇所の周辺道路への設置、または施設の道路境界フェンスなどに設置することが効

果的である。関係者に効果を認識して頂けるよう、簡易な計測器でモニター表示することも適している。 

 

 

添付資料 

 

 添付 1   ＡＣＦ設置工事許可（Technical Recommendation） 

 添付 2. ＡＣＦセミナー資料 

 添付 3  ＡＣＦ技術へのアンケート結果 
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